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世界の歴史をひも解くと、災害等による死者

は 10 万人オーダー、疫病等による死者は 100

万人オーダー、戦争等による死者は 1000 万人

オーダーと捉えることができる。日本の被害地

震に限ると 1923 年関東地震における約 10 万 5

千人の死者が最大であり、近年では 2011 年東

北地方太平洋沖地震における約 2 万 3 千人の死

者・行方不明者、その前は 1995 年兵庫県南部

地震における約 6400 人の死者が生じている。

これらの地震災害は関東大震災、東日本大震

災、阪神・淡路大震災と呼ばれており、死因の

大半はそれぞれ焼死、水死、圧死である。

近年の日本の被害地震のターニングポイント

は、やはり阪神・淡路大震災であろう。都市の

直下で起きた地震災害であり、地震学のみなら

ず土木・建築・地盤を含めた地震工学、そして

社会科学にとっても学問の体系を変えた被害地

震であった。特に地震学においては、阪神・淡

路大震災を契機として地震防災対策特別措置法

に基づき政府の特別の機関として地震調査研究

推進本部が設置され、陸域の地震観測網が整備

されるなど、様々な取り組みがなされた。本年

2025 年は、阪神・淡路大震災 30 年を迎える節

目の年である。そこで、この 30 年間に発生し

た被害地震の特徴を述べ、最後に改めて阪神・

淡路大震災について考えてみたい。

1995 年兵庫県南部地震は、関西にとって久

しぶりの被害地震であったが、その前の月に

1994 年三陸はるか沖地震、遡って 1994 年北海

道東方沖地震、奥尻島の津波を引き起こした

1993 年北海道南西沖地震、1993 年釧路沖地震

など、被害地震が北海道や東北地方で頻発し、

多くの研究者が対応にあたっていた最中に発生

した。神戸市街を中心に、震災の帯と呼ばれる

震度 7 の領域が生じ、その成因について活断層、

強震動、地震被害の観点から総合的に研究がな

された。また、淡路島では活断層が地表に明瞭

に生じた一方で、神戸市街では断層のすべりが

地下深くに留まり、対照的な断層の形相が明ら

かとなった。地震や被害を解明するために、多

くの余震観測や探査や調査が行われ、将来の地

震の備えや対策に資する研究も行われた。全国

的な地震観測網や測地観測網の整備、活断層の

調査、大都市圏の地下構造探査、緊急地震速報

の開発などが急ピッチで進められた。都市の直

下型地震やキラーパルスといったマスコミ造語

も紙面を飾った。

その後、2000 年には東京都島嶼部の群発地

震が収まりつつある 10 月に鳥取県西部地震が、

続いて 2001 年に芸予地震が発生した。この頃

より、阪神・淡路大震災以降に整備された地震

観測網の成果が実りはじめると同時に、試され

るようになった。

2003 年には数か月に 1 度の頻度で被害が生

じる地震が発生し、対応に追われる最中、9 月

に十勝沖地震が発生した。1952 年十勝沖地震

の再来とも言われた。人的被害は少なかった

が、長周期地震動が発生し、苫小牧の石油タン
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クで多大な被害が生じ、火災も生じた。長周期

地震動というキーワードがマスコミに登場し、

来るべき南海トラフ巨大地震の長周期地震動対

策も本格的に進められた。

2004 年には新潟県中越地震が発生し、震度 7

が地震記録としてはじめて観測された。山間部

の地震であり、続発する余震が特徴であった。

長引く避難生活に伴い、災害関連死の重要性も

再認識された。

2005 年には福岡県西方沖の地震が発生し、

福岡市街や玄界島などが大きな被害を受けた。

活断層の長期評価についても研究が進み、この

地震の南東側の福岡市街の地震被害想定や、建

築基準法の地域係数などの議論も進んだ。この

年 に は 2005 年 の 宮 城 県 沖 の 地 震 も 発 生 し、

1978 年宮城県沖地震の再来と考えられたが、

再来ではなく部分的に破壊した地震であること

が明らかとなった。

2007 年には能登半島地震が発生し、海域活

断層の重要性が唱えられるようになった。続い

て同年、新潟県中越沖地震が発生し、東京電力

柏崎刈羽原子力発電所の沖合の活断層に起因す

ることが明らかとなった。また、発電所で観測

された強震記録が公開され、設計時の地震動レ

ベルとの乖離や、海域での地震観測や構造探査

の重要性が改めて認識された。

翌 2008 年には、岩手・宮城内陸地震が発生し、

荒砥沢ダムの大規模な山体崩壊や祭畤大橋の落

下など、山間部におけるライフラインに多大な

被害が生じた。世界でもっとも大きな地震時の

加速度が観測され、観測機器の計測限界に迫っ

た。

このように、被害地震の死者の多くは、陸域

の地震や沿岸に近い海域活断層の地震に起因す

る事例が続いていたが、2011 年に東北地方太

平洋沖地震が発生する。この海域では宮城県沖

地震をはじめとする複数の地震が想定されてい

たが、これらの地震規模をはるかに上回る、想

定外の地震規模の地震であった。そのため、津

波や長周期地震動に加え、海溝軸付近まで断層

すべりが達したことにより、日本列島は陸域の

みならず海域も大きな地球の力を受け、誘発地

震やその後何十年にもわたる変形が生じた。東

日本大震災では、阪神・淡路大震災以降に設置

された陸域の観測は機能したが、地震後に必要

とされたのは、海域での観測であった。そのた

め、地震後に日本列島の太平洋側の海域には、

世界に類を見ない海域地震津波観測網が設置さ

れることになった。また、東日本大震災は、地

震や想定に関する研究者の概念を変え、津波に

関する構造物の在り方や、原子力発電所や帰宅

困難者の対応等、阪神・淡路大震災ではクロー

ズアップされなかった事項が焦点となった。

その後の被害地震は 2016 年熊本地震となろ

う。この地震は、地震の発生が事前評価されて

いた断層帯に沿って発生し、明瞭な活断層が確

認され、極めて大きな地震動も観測された。阪

神・淡路大震災以降、活断層や強震動、そして

地震被害が脚光を浴びた内陸地震である。ただ

し、活断層と強震動において論文の捏造問題が

発生したことは、その後のこれらの分野に暗い

影を落とし、研究の一次データの重要性を世に

問うこととなった。

2018 年には北海道胆振東部地震が発生した。

これほどの山間部の地すべりを見たことがある

だろうか、という程の大規模な斜面崩壊が発生
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し、地震を契機とした北海道の電力のブラック

アウトが発生した。この地震は浦河沖地震のタ

イプに似た、通常の地震よりやや深い場所で発

生する地震であったため、内陸地震の下限に関

する議論が進んだ。

その後、しばし時が空いて 2024 年の正月に

能登半島地震が発生した。東日本大震災以降は

じめて、予想される津波の高さが 3 メートル以

上となる大津波警報が発表され、特別警報に該

当したため、緊迫した呼びかけ放送がなされ

た。この地震は地震動、津波、火災、液状化、

斜面崩壊を含む災害のデパートのような地震で

あった。能登半島の地理的な事情もあり、物資

の輸送は、東日本大震災の時のようなくしの歯

作戦は成り立たず、陸・海・空から対応がなさ

れた。また、個別に想定されていた海域活断層

が複数同時に破壊する、いわゆる連動や割れ残

りが議論となった。

以上が、阪神・淡路大震災以降に日本で発生

した主な被害地震と地震学的な特徴である。振

り返ってみるに、地震学に大きな変革を迫った

イベントは、やはり阪神・淡路大震災と東日本

大震災であり、前者は地震研究や観測の在り方

を、後者は想定や地球ダイナミクスに関する固

定観念が問われた。先に述べた通り、日本には

大震災と名のつく地震は 1923 年関東地震があ

るが、その頃は、地震学は黎明期で学問として

成立しておらず、計測や記録を克明に残すこと

が中心であった。関東大震災にちなんで「防災

の日」が制定されたのは 1960 年になってから

である。

今後、想定されている南海トラフ巨大地震が

西日本大震災と呼ばれ、首都直下地震が首都圏

大震災と呼ばれる時には、どのような学術変革

が迫られるのであろうか。悔いることがないよ

う、日々の探求を深めたい。

三宅　弘恵（みやけ・ひろえ）

［専門］ 強震動地震学・自然災害科学
［主たる著書・論文］
Hiroe Miyake, James J. Mori, David Wald, Hiroshi Kawase, Shinji Toda, Paul Martin Mai （2023）. 
Introduction to the special section for the centennial of the Great 1923 Kanto, Japan, earthquake, Bulletin of the 
Seismological Society of America, 113（5）, 1821-1825.
三宅弘恵・室谷智子 （2023）. 強震動の観測と予測――関東大震災級の揺れに備える , 科学 , 93（9）, 771-774.
［所属学会］ 日本地震学会・米国地震学会・日本地震工学会など





1分節と記号としての生命－ LLM による科学的理解の可能性

1．はじめに

ウィキペディアによれば、「人工知能（AI: 

Artificial Intelligence）」という概念は、古代に

遡る多くの神話や物語とともに始まったという

［1］。古代科学を研究する Adrienne Mayor は、

人工的な知性をもつ存在という発想自体が、紀

元前 2700 年頃の神話や伝承の中にすでに描か

れていると述べている。たとえば、ヘシオドス

の『神統記（Theogony）』に登場する「パンド

ラの箱」は、鍛冶神ヘーパイストスによって造

られた人工的存在として描かれており、これが

人類における人工知能のイメージの源泉のひと

つと解釈されている［2］。これらの神話的物語

において、人工物はしばしば天界に属するもの

として描かれ、それが人間と相互作用する時に

は、パンドラのように混乱や破壊をもたらす存

在として現れる。しかし同時に、人工的な知性

という発想が、すでに古代においても人間の想

像力の射程にあったことを示している。

このように、AI という概念は古代からその

萌芽が見られるものの、実際に本格的な研究が

始まったのは 1950 年代とされ、比較的近年の

ことである。とはいえ、現代は技術と社会の変

* 東京大学大学院情報学環・学際情報学府

キーワード：分節、AI 技術、大規模言語モデル（LLM）、エピジェネティクス、符号化

分節と記号としての生命－ 
LLM による科学的理解の可能性

Segmentation and Life as Symbolic Code: 
Exploring the Potential of LLMs for Scientific Understanding

イ・ソヒョン*
Seohyun Lee

図 1.　箱を開けるパンドラ  
（ChatGPT により生成）
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化があまりにも速く、「子どもを育てるには、

もはや“子”ではなく“孫”を想定しなければ

ならない」と言われるほどであり、1950 年代

を「近年」と呼ぶのはためらわれるかもしれな

い。いずれにせよ、1956 年にダートマス大学

で開かれたワークショップを出発点とする AI

研究は、当初アメリカ政府の期待を集めながら

急速な発展が期待された。しかし、およそ 20

年後には、AI 研究の難しさを実感した研究者

たちの間で失望が広がり、研究開発費の急激な

減 少 と と も に、 い わ ゆ る「AI の 冬（AI 

Winter）」と呼ばれる停滞期を迎えることに

なる。

長く続いた「AI の冬」の終わりに、強力なハー

ドウェアの進化を背景として、AI の「春」が

2000 年代中盤に訪れる。半導体の微細化に伴

う高効率チップの開発や、汎用 GPU の革命が

大きな転機となり、膨大な計算量を必要とする

AI の実装が現実的なものとなった。いわゆる

「AI ルネサンス」と呼ばれる時代の正確な始点

は、学術的にはさらに前に遡るかもしれない

が、多くの人々にとって記憶に残る象徴的な瞬

間は、2016 年にソウルで行われたアルファ碁

とイ・セドル九段による Google DeepMind チャ

レンジ・マッチだろう。1997 年にチェス世界

王者を破った IBM の「ディープ・ブルー」の

例があるとはいえ［3］、囲碁はその展開の複雑

さから、AI が人間に太刀打ちするのは不可能

だと長らく考えられていた。そうした中での「人

類 vs 人工知能」という映画のような対決で、

アルファ碁はイ・セドルに 4 勝 1 敗で勝利を収

めた。この出来事は、まさに「AI 時代の本格

的な到来」を世界中に印象づけた瞬間であった

［4］。

その後の AI の進展は、学術界以上にむしろ

日常生活の中で実感されている。機械学習、

図 2.　イ・セドル九段と AlphaGo による、2016 年の囲碁対局（ChatGPT により生成）
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ディープラーニングという段階を経て、近年で

は「大規模言語モデル（LLM: Large Language 

Model）」［5］という言葉が注目を集めている。

特に、トランスフォーマー（Transformer）構

造を基盤とし、生成型モデルへと進化した

GPT（Generative Pre-trained Transformer）アー

キテクチャ［6］を用いた ChatGPT を皮切りに、

さまざまな大手テック企業が生成型言語モデル

を市場に投入している。登場初期には、その有

用性や正確性に懐疑的だった人々も、いまや人

間以上に「人間らしい」応答をする LLM に魅

了され、有料モデルを利用するまでに至ってい

る。数年前、東京大学の中央食堂がリニューア

ルされた直後、まだ Wi-Fi が設置されていな

かった頃、ひとことカードに「この食堂には、

人間の生存に必要な三大要素の一つが欠けてい

る：水、空気、そして Wi-Fi」と書かれていた

のを見たことがある。数年後には、こうした“現

代版生存必須要素”に「人工知能」または「LLM」

が加わる日が来るのかもしれない。

2. 魔法の仕組み：LLM の構造

ChatGPT をはじめとする大規模言語モデル

（LLM）を使って、単なる翻訳から研究の解釈、

さらには人生の悩みに至るまで相談したことの

ある人であれば、「高度に発達した科学技術は

魔 法 と 見 分 け が つ か な い（Any sufficiently 

advanced technology is indistinguishable from 

magic.）」というアーサー・C・クラークの言葉

［7］に、思わずうなずかざるを得ないだろう。

筆者自身も、近年 LLM への依存度が急激に高

まっていることを日々実感している。日常の

ちょっとした疑問からメールの言い回し、今後

の研究の方向性にいたるまで、現代人が LLM

に相談していることは、まるで紀元前のパルテ

ノン神殿でアテナ女神から神託を受けていた古

代人のそれと大差ない。LLM の答えが神託の

ように美しく感じられる瞬間もある。人間の素

朴な問いかけに対して、どうしてここまで深

く、思慮深い応答が可能なのか。LLM を崇拝

する新興宗教が現れても、不思議ではないと思

えるほどである。
図 3.　AI という現代の神託 
（ChatGPT により生成）
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しかし、LLM が魔法のように見えたとして

も、それが本当に魔法のように現れたわけでは

なく、LLM の答えが神託のように響いたとし

ても、神託として生成されたわけではない。で

は、この“魔法”のようなふるまいの裏側には、

いったいどのような科学的な仕組みがあるのだ

ろうか。ここで、ChatGPT などの LLM の基盤

となっている自然言語処理アルゴリズム、トラ

ンスフォーマー（Transformer）の構造を一度

覗いてみる必要がある。

トランスフォーマーは、Google の深層学習

研究者である Vaswani らによって 2017 年に発

表された論文「Attention is All You Need（『注

意こそがすべて』）」［8］で初めて提案された自

然言語処理モデルである。トランスフォーマー

の構造は大きくエンコーダ（encoder）とデコー

ダ（decoder）に分かれており、エンコーダで

は入力文を単語やトークン（文を処理しやすい

単位に分割した要素）ごとに分解し、それぞれ

の語が文中の他の語とどのように関連している

かを、「自己注意（self-attention）」という仕組

みによって捉える。こうして、文中の各トーク

ンが互いに与え合う意味の「重み」は、自己注

意によって計算される。その結果、それぞれの

トークンが持つ意味や文脈的な役割は、数値的

な特徴のかたまり（＝ベクトル）として表現さ

れる。いわば、ひとつひとつの単語に「意味の

地図」が与えられるようなもので、コンピュー

タはそれをもとに文全体の構造や流れを理解し

ていくのである。このトランスフォーマーのエ

ンコーダ部分のみを用いた代表的なモデルが

BERT（Bidirectional Encoder Representations 

from Transformers）［9］であり、文脈の双方

向的な理解に長けている。一方で、デコーダ部

分 の み を 用 い て 構 成 さ れ た の が GPT

（Generative Pre-trained Transformer）［10］で

あり、前の単語列をもとに次に来る語を逐次的

に生成するという特性をもつ。

たとえば、「私は朝コーヒーを飲んだ」とい

う完全な文があったとする。BERT のようなエ

ンコーダ専用モデルでは、このような文を学習

する際、一部の単語（たとえば「コーヒー」）

を意図的に［MASK］に置き換えて、「私は朝

［MASK］を飲んだ」のように変換する。モデ

ルはその文脈（「私は」「朝」「を」「飲んだ」）

から、［MASK］の位置に入るべき語として「コー

ヒー」を推論するように学習されている。この

ように、文の前後両方の情報を同時に利用し

て、双方向的な理解を実現するのが BERT の

特徴である。一方で、GPT のようなデコーダ

専用モデルでは、入力文は「私は」「朝」「コー

ヒー」「を」の順で処理され、それぞれの単語

が過去の単語にのみ注意を向けながら、次に来

る語（たとえば「飲んだ」「淹れた」など）を

予 測 す る。 つ ま り、GPT は 自 己 回 帰 的

（autoregressive）に動作し、「次の語を順に生

成すること」に特化している。エンコーダを持

たないとはいえ、GPT 内部でもトランスフォー

マー層を通じて、入力されたトークン列は位置

情報を含む表現ベクトルとして符号化（＝エン

コード）されており、その点では内部的な“意

味理解”のプロセスを持つといえる。つまり、

私たちが LLM から“神託”のように受け取っ

ているものの正体は、次に来る可能性が最も高

い単語の並びである。そして、それこそがこの

魔法の本質なのかもしれない。
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3．生命を読む AI：自然科学への応用

筆者はコンピュータサイエンスの専門家では

ないが、物理学を専攻し、生命現象を扱う生物

物理を研究分野とするなかで、さまざまな AI

技術を積極的に研究に導入しようと試みてき

た。なかでも、機械学習を応用して生きている

細胞の中で物質や情報を伝える“メッセン

ジャー”である小胞（vesicle）の動きを解析す

る研究と、LLM を用いた遺伝子発現の調節機

構（エピジェネティクス）の解析に取り組んで

いる。

ここでは、これまで取り組んできた研究のい

くつかを紹介したい。まず、小胞が細胞内でど

のように複雑な細胞骨格ネットワークと相互作

用しながら移動するのかというパターンを、単

純な機械学習モデルを用いて再現しようとした

研究がある。小胞は、細胞外から取り込んだ物

質（たとえば栄養素など）を包み込むようにし

て、細胞膜が内側にくぼむことで形成される。

その後、球状の構造をもつ独立した小胞とし

て、細胞骨格と相互作用しながら細胞内を移動

する。この移動は、ダイニン（dynein）やキネ

シン（kinesin）と呼ばれるモータープロテイ

ンによって実現される。ここでいう細胞骨格

（cytoskeleton）とは、細胞の形を維持するため

の骨組み構造であり、その代表的なものに微小

管（microtubule）やアクチンフィラメント（actin 

filament）がある［11］。興味のある方は「motor 

protein walking」などで検索すると、微小管上

でモータープロテインが小胞を運ぶ驚くべきプ

ロセスを、3D で可視化した動画を YouTube

上で多数見ることができる［12］。

当時、機械学習の原理を学びはじめたばかり

だった筆者が提案したのは、小胞の移動軌跡か

ら得られる物理的な特徴―たとえば、移動速

度、直線的な動きを示した総時間、直線的な移

動間で測定された角度など―を主要な特徴量と

して用い、単純なサポートベクターマシン

（SVM）を使って、小胞の移動がどの細胞骨格

と関係しているか（たとえば、微小管からアク

チンフィラメントへ、またはその逆など）を予

測するモデルであった［13］。このような単純

な機械学習の枠組みであっても、90％以上の予

測精度を示したことから、当時「数理モデル派」

として機械学習に懐疑的だった多くの工学系の

知人とは対照的に、筆者はむしろ「無知は時に

大胆である」という言葉どおり、機械学習を研

究により積極的に応用するようになった。

正直に言えば、それ以降はある種の個人的な

興味本位で、さまざまな AI 技術を研究に取り

入れていった。当時は主に細胞の撮影画像デー

タを解析対象としていたこともあり、画像処理

に特化した畳み込みニューラルネットワーク

（CNN: Convolutional Neural Network）［14］を

用いた正常細胞とがん細胞の画像分類や、敵対

的 生 成 ネ ッ ト ワ ー ク（GAN: Generative 

Adversarial Network）による細胞画像の生成

といった研究を行った。
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4. LLM と配列の物語：ゲノム生命科学の新たな読み方

筆者が LLM の世界に本格的に足を踏み入れ

た の は、2021 年 秋 に 定 量 科 学 研 究 所 の

Computational Genomics 研究室で新たな研究

を始めたことがきっかけである。当時の筆者は

遺伝学に関してまったくの素人で、「ゲノム

（Genome）」と「ジーン（Gene）」の違いすら

理解していない状態だった（筆者注：Genome

は生物の全 DNA 配列、つまり全遺伝情報を指

し、Gene はその中でも特定のタンパク質や

RNA をコードする領域を意味する。ヒトゲノ

ムにおいて、遺伝子に該当する部分は全体のわ

ずか 1 〜 2％程度とされている）。一方で、AI

やディープラーニングにはある程度触れてきた

経験があったため、「AI を使って遺伝子研究を

してみたい」という気持ちだけが先走っていた

とも言える。そうした中で、現在も研究面でお

世話になっている中戸先生から提案されたアイ

デアが、「LLM、とりわけ BERT を用いて遺伝

子発現の制御機構（エピジェネティクス）を解

析する」という研究テーマだった。

話が複雑になる前に、ここで関連する用語を

一度整理しておきたい。まず「ゲノム（genome）」

とは、人間の体を構成する一つひとつの細胞の

核の中に存在する、すべての遺伝情報の総体を

指す。この遺伝情報は、生物が生物として成り

立つために必要な設計図のようなもので、ふつ

うは染色体（chromosome）という構造の中に

折りたたまれ、非常にコンパクトな形で保存さ

れている。この染色体は、細胞が必要に応じて

遺伝子の情報を読み出すときにクロマチン

（chromatin）というかたちでほどける。クロマ

チンを顕微鏡レベルで詳しく見ると、DNA が

ヒストンと呼ばれるタンパク質構造に巻きつい

ている様子が見えてくる。DNA は、アデニン

（A）、チミン（T）、グアニン（G）、シトシン（C）

という 4 種類のヌクレオチド（塩基、リン酸、

糖からなる化合物）で構成される二重らせん構

造をしており、A は T と、C は G としか結合

しないという「塩基の対合則」に従って、もう

片方の鎖の情報も自動的に決まるようになって

いる。この DNA の並び順（塩基配列）は、そ

の ま ま 生 命 に と っ て の 重 要 な 情 報 と な る。

DNA の中でも「遺伝子」として機能する特定

の配列は、RNA ポリメラーゼと呼ばれる酵素

によって読み取られ、RNA へと転写される。

さらにこの RNA の情報をもとに、細胞内では

特定のタンパク質が合成される。この一連の流

れが、「遺伝子の発現（gene expression）」と呼

ばれている［15］。

このとき、特定の遺伝子の塩基配列が認識さ

れ、読み取られることでその遺伝子が発現する

ということは、言い換えれば、塩基配列には、

その遺伝子が発現する可能性や、発現を制御す

るための手がかりとなる情報が含まれていると

言える。すなわち、ATATCGAGCT... といっ

たヌクレオチドの配列パターンから、その遺伝

子が発現する可能性や制御に関わる特徴をある

程度読み取ることができるというわけだ。実際

に、RNA ポリメラーゼが特異的に結合する塩

基配列モチーフの中には、「TATA」が繰り返

されるような配列があり、これは TATA ボッ

クスと呼ばれている。TATA ボックスは、転
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写の開始点付近に見られるプロモーター領域の

一部として知られており、遺伝子発現の制御に

おいて重要な役割を果たす。　このように、生

物学的な機能と関連する特定の DNA 配列のこ

とを、一般に「モチーフ（motif）」［16］と呼ぶ。

先ほど述べた RNA ポリメラーゼが結合する

TATA ボックスもモチーフの一例である。こ

うしたモチーフの発見は、遺伝子発現や制御メ

カニズムの理解において極めて重要な鍵と

なる。

これまで、モチーフの探索には、統計的な出

現頻度の分析や、既知のモチーフとの比較、あ

るいは位置ごとのスコア行列（Position Weight 

Matrix: PWM）［17］などの手法が用いられて

きた。しかし、A・T・G・C といったアルファ

ベットで構成されていて、一見すると自然言語

のようにも見えるのに、実際には「読めない」

こうした塩基配列こそ、LLM を用いて“解読”

するのに極めて相性が良い題材なのかもしれな

い。実際、LLM の一種である BERT を応用し

て DNA モチーフを見つけ出そうとする試みが

DNABERT［18］というツールの目的であり、

従来のツールと比較して、より高い精度でモ

チーフを検出できることが示されている。

とはいえ、LLM は本来「自然言語」を処理

対象として設計されているため、そのままでは

「読めない」DNA 配列を直接入力として扱うこ

とはできない。そこで活用されるのが、「k-mer

（ケーマー）」と呼ばれる手法である。これは、

DNA 塩基配列を先頭から一定の長さ（k）で

区切り、文字列の断片を「単語」のように扱う

ことで、配列全体を自然言語の文と同様のかた

ちに変換するものである。たとえば、k が 4（す

なわち、4-mer）の場合、ATATCGAGCT... と

いう配列は、ATAT、TATC、ATCG、TCGA、

CGAG、GAGC、AGCT といったふうに、1 文

字ずつずらしながら切り出された短い配列

（トークン）の並びとして表現される。

このようにして、DNABERT では DNA 配

列を「単語列」として再構成することで、自然

言語における語のパターン認識と同様の処理が

可能になるよう設計されている。自然言語の単

図 4.　DNA は 4 種類のヌクレオチドで構成され、塩基対によって二重らせんを形成する。その塩基配
列は、意味のある並びとして読み取ることができるという点で、言語的な特徴を備えている（著者作成）。
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語は、語彙としてある程度まとまった意味を持

つが、DNA 配列においては明確な「区切り」

や「文法」が存在しない。そのため、任意の長

さの断片（k-mer）を滑らせながら切り出すこ

とで、未知のモチーフや機能的パターンを網羅

的に捉えることが可能になる。とくにモチーフ

は数文字程度の短い配列で構成されていること

が多く、固定長の k-mer 化は、そうした局所

的な特徴を捉えるのに適しているとされる

［19］。

DNABERT のように、塩基配列をトークン

化して学習させるという手法は、自然言語と

DNA が「分節可能な記号列」として共通性を

持つことを改めて示している。では、こうした

発想を、より複雑で多層的な生物情報—たとえ

ばエピジェネティクス（Epigenetics）［20］—

にも応用することはできないだろうか。そうし

た問いから出発して筆者が取り組んでいるの

が、クロマチン状態の配列を記号的に読み解く

LLM モデル「ChromBERT」［21］の開発である。

ここで再び話が複雑になりすぎないよう、登

場する新しい概念を整理しておこう。まず、「エ

ピジェネティクス（epigenetics）」とは、ギリシャ

語の epi-（上に、周囲に）と genetics（遺伝学）

に由来する言葉で、DNA の塩基配列そのもの

を変えることなく、遺伝子の発現が行動や環境

要因によってどのように変化するかを研究する

分野である［22］。具体的には、DNA や、それ

に巻き付くヒストンというタンパク質に加えら

れる化学的修飾によって、どの遺伝子がオンま

たはオフになるかという仕組みを扱う。たとえ

ば、DNA メチル化やヒストン修飾といったメ

カニズムは、DNA 配列を変えずに遺伝子の発

現状態に影響を与える典型的な例である。

なかでも「ヒストン修飾」とは、DNA に巻

き付いているヒストンというタンパク質の一部

（主に N 末端）に加えられる化学的な後修飾で

ある。これによりクロマチンの構造が変化し、

図 5.　ヒストン修飾に基づくクロマチン状態のラベリングと、言語モデルへの入力形式への変換の概
略図。エピゲノム上のヒストン修飾パターンをもとに、エンハンサーや転写開始部といったクロマチ
ン状態が分類・ラベリングされ、記号列（アルファベット）として表現される。これにより、生物学
的な信号情報を言語モデルの入力データとして活用できるようになる（著者作成）。
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遺伝子の発現が促進されたり抑制されたりする

［23］。ヒストン修飾には、アセチル化、メチル

化、リン酸化などがあり、それぞれ遺伝子のス

イッチ（オン／オフ）を調節するエピジェネ

ティックなマークとして機能する。たとえば

「H3K4me3」と呼ばれる修飾（ヒストン H3 の

リジン 4 番目が三重メチル化された状態）は、

活発に転写されている遺伝子の開始点によく見

られる。（筆者注：転写とは DNA が RNA ポリ

メラーゼによって読み取られ、メッセンジャー

RNA が合成される過程）つまり、同じ DNA

配列をもつ遺伝子であっても、ヒストン修飾の

違いによって発現状態が大きく変わることが

ある。

ヒストン修飾には非常に多くの種類があり、

その効果も多様である。先述の H3K4me3 が遺

伝子の活性化に関与する一方で、たとえば

H3K27me1（ヒストン H3 のリジン 27 番目が単

一メチル化された状態）は、遺伝子の不活性化

と関連が深いことが知られている［24］。この

ように、それぞれのヒストン修飾が特定の生物

学的機能と対応する場合もあるが、現実のゲノ

ム上では、ひとつの領域に複数の修飾が重なっ

て存在することが多い。そこで大規模なゲノム

データベースでは、複数種類のヒストン修飾の

組み合わせをもとに、その領域の「クロマチン

状態（chromatin state）」を定義するというア

プローチが用いられている。この「クロマチン

状態」は、使用するデータベースによって異な

るが、一般的には 15 種類または 18 種類の状態

に分類されている［25］。

このようなクロマチン状態が重要な遺伝情報

とされる理由は、ゲノムが持つ遺伝子が発現す

るかどうかに関する情報を担っているためであ

る。つまり、DNA の塩基配列に特定の遺伝子

の情報が書き込まれていたとしても、その遺伝

子が実際に発現するかどうかは、DNA 配列そ

のものからは判断できない。その判断には、

DNA が巻き付いているヒストンタンパク質に

どのような修飾が加えられているかというエピ

ジェネティックなマークの情報を参照する必要

がある。

たとえるなら、DNA が本に書かれた文字で

あるとすれば、クロマチン状態はその文字を音

声として出力するスピーカーのオン・オフを決

める装置のようなものだ。たとえ本に内容が書

かれていても、スピーカーが読み上げなけれ

ば、その情報は表に現れない。つまり、遺伝子

は存在していても、クロマチン状態によって「発

現する／しない」が制御されているということ

である［26］。興味深いのは、このようなクロ

マチン状態などのエピジェネティックなマーク

は、DNA 配列とは異なり、常に固定されてい

るわけではないという点である。環境要因に

よって変化したり、発生の過程で再プログラム

されたりすることがあるのだ。こうした特性こ

そが、エピジェネティクスの研究をより魅力的

なものにしている［27］。

固定された DNA の塩基配列からゲノム全体

の情報を読み解くのではなく、ゲノム全域をク

ロマチン状態の情報として捉え、そこから生物

学的な意味を抽出しようとする試みがある。筆

者が開発した「ChromBERT」は、まさにその

発想から生まれたものである。これは、LLM（大

規模言語モデル）の一種であるBERTを用いて、

先に紹介した DNA モチーフ検出のように、「ク
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ロマチン状態のモチーフ」―すなわち、特定の

生物学的機能と関連づけられる状態パターン―

をゲノム上から見つけ出すことを目的として

いる。

ChromBERT では、DNA 配列をトークン化

する DNABERT と同様に、クロマチン状態の

配列を「単語」のように分割して処理する。た

だし、DNA が A・T・G・C のわずか 4 種類の

塩基からなるのに対し、クロマチン状態は通常

15 種類（あるいは 18 種類）で定義されるため、

A から O（18 種類の場合は A から R）までの

アルファベットを借用する必要があり、トーク

ンとしての語彙数は格段に多くなる。このよう

にしてトークン化されたクロマチン状態の系列

をもとに、まず BERT アーキテクチャによる

事前学習（pretraining）を行う。ここでは、文

中の一部を［MASK］に置き換え、その前後の

文脈から適切な状態を予測するという、自己教

師あり学習の形式が用いられる。クロマチン状

態の連なりから、次に来る状態や特徴的な組み

合わせ（モチーフ）を予測することで、モデル

は状態パターンの意味的な関係性を学習してい

く。 そ の 後 の フ ァ イ ン チ ュ ー ニ ン グ（fine-

tuning）では、RNA-seq（筆者注：細胞内でど

の遺伝子がどの程度発現しているかを定量的に

測定する手法で、RNA を網羅的に読み取って

発現量の違いを数値として捉えることができ

る）の発現データと結びつけて、あるプロモー

ター領域が「高発現の遺伝子に対応するか、ま

たは低発現の遺伝子に対応するか」を分類する

タスクにモデルを適用した。これにより、学習

済みの ChromBERT が、クロマチン状態の系

列から遺伝子発現との関連性を予測する能力を

持つことが検証された。

ここで、前述したように、G・B・A はいず

れもヒストン修飾の組み合わせに基づいて定義

されたエピジェネティック・マークであり、G

はエンハンサー関連、B は活性化された転写開

始点（TSS: Transcription Start Site）の周辺、

A は活性型の転写開始点そのものを表してい

る。クロマチン状態は、DNA とは異なり、ヒ

ストン修飾が比較的広範なゲノム領域に影響を

与えるため、同じ状態を示すアルファベットが

連 続 し て 現 れ る 傾 向 が あ る。 そ の た め

ChromBERT では、音声認識などでも用いられ

る「動的時間伸縮法（Dynamic Time Warping: 

DTW）」［28］を応用し、類似した配列のモチー

フが同じクラスターにまとめられるように処理

している。たとえば、「GGGBBAAA」「GBBBBA」

「GGGGGBA」のように、G → B → A という順

序構造を持つ配列は、DTW によって同一クラ

スターに分類され、「G-B-A」という代表的な

モチーフとして抽出される。

話を総合すると、遺伝子が発現するかどうか

といった「生物学的な特徴」が、DNA に巻き

付くヒストン修飾の組み合わせという「化学的

状態」として自然界に現れている情報を、アル

ファベットという本来は何の生物的意味も持た

ない記号に置き換えることで、LLM によって

その中に潜むパターンを「言語」として読み解

こうとする試みが ChromBERT であると言え

る。つまり、自然界の現象を記号化し、それを

再び人工知能によってパターンとして可視化す

ることによって、自然に内在する「意味」や「構

造」をあらためて発見し直すプロセスがここに

あるのだ。
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5. 記号の設計図：分節化がもたらす理解

このように、自然界の情報を文字のかたちで

記述し、パターンとして読み解こうとするプロ

セスにおいて、重要な前提となっているのが、

「記号が分節化されている」という構造そのも

のである。人間の言語もまた、音や意味の連続

体ではなく、単語、音素、文といった区切られ

た単位＝分節（segment）によって構成されて

いる［29］。たとえば「私は朝コーヒーを飲んだ」

という文は、「私は」「朝」「コーヒー」「を」「飲

んだ」という言語的単位に分けられ、それぞれ

が意味や文法的機能を担う。こうした分節的構

造があるからこそ、私たちは言語を分析・理解

し、再構成することができるのである［30］。

同様に、LLM もまた、トークンという離散的

な単位に基づいて入力を受け取り、意味的な関

連性を学習する仕組みで動いている［31］。つ

まり、記号が連続したままでは意味を捉えられ

ず、あえて切り分けられているからこそ、構造

や関係性が現れる。このように、「分けられて

いる」こと自体が理解を可能にしているという

視点は、自然科学に応用された LLM、すなわ

ち ChromBERT のようなモデルの本質を捉え

るうえで、自然科学と認知科学の交差点に位置

する重要な着眼点となる。

人類の歴史を振り返ると、言語や記号を通じ

た情報伝達において「分節化された構造」が果

たしてきた役割は計り知れない。最も原初的な

例として、古代メソポタミア文明における楔形

文字や、古代中国の甲骨文字のように、自然界

の出来事や人間の行動を「区切られた記号」で

記録する文化が現れたことは、情報を「単位ご

とに切り出す」という思考が早くから存在して

いたことを示している［32］。これらの文字体

系は、単なる描写ではなく、意味を分割・再構

成するという知的処理の原点と見ることができ

る。このような「分けて記す」という発想は、

後のアルファベットや音節文字、表意文字など

にも受け継がれ、やがては文法というルール体

系の発明につながっていく［33］。たとえば、

古代ギリシャ語では、語を形態素（morpheme）

に分け、それぞれの語尾や語幹に機能を持たせ

ることによって、意味や文法構造を効率的に表

現できるようになった［34］。言語は、連続的

な音声や思考を、意味単位に分節することに

よって、共有可能な「情報」として抽象化する

ことに成功した。この「切り分ける」という知

的戦略がなければ、言語による知識伝達や記録

は不可能であったと言っても過言ではない。

こうした分節的な言語表現が、人間の認知に

おいて重要な役割を果たしていることは、現代

の認知科学でも指摘されている。人間は、言語

を通じて提示された複数の情報を「カテゴリ」

や「プロトタイプ」として統合し、そこから抽

象的な概念やイメージを構築する能力を持つ

［35］。たとえば、「鳥」という語を聞いたとき、

私たちが即座に思い浮かべるのはペンギンでも

ダチョウでもなく、スズメやハトのような「典

型的な鳥」であることが多い。これは、言語的

な単位がもたらす意味が、脳内で「代表例」と

して再構成されるプロセスがあることを示して

いる。

人間は、代表的なイメージを思い浮かべるだ
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けでなく、さらに複雑で重層的な感情や経験を

も、言語によって切り分け、定義しようとして

きた。言葉とは、曖昧で入り組んだ内面の状態

を蒸留し、単語というかたちで「分節化」する

ことによって、他者に伝達可能な情報として再

構成する装置である。たとえば、ドイツ語の

「Schadenfreude（他人の不幸から得る喜び）」

［36］は、語りづらいが誰もが少なからず抱く

感情を一語で表す。南アフリカの「Ubuntu」［37］

は、「私は私たちである」という共鳴的な哲学

を体現し、日本語の「侘び寂び」［38］は、不

完全さや儚さの中に美を見出す感性を象徴す

る。こうした言葉は、複雑な情動の「重ね合わ

せ（エモーショナル・スーパーポジション）」

を一つの単語に凝縮し、それを受け取った相手

が、文化的・経験的な文脈の中でその意味を「解

凍」することによって、理解が成立する［39］。

つまり、人間は感情の微細な機微を言語化する

ことで情報として切り出し、それを再び他者が

「解読」することによって、相互理解というプ

ロセスが可能になっているのである。

このような言語における「分節化」が感情や

概 念 の 理 解 を 可 能 に し て い る よ う に、

ChromBERT の試みもまた、従来は「名前のな

い」複雑な生物学的シグナルを、言語的に取り

出し、理解可能な単位に変換しようとする営み

である。ヒストン修飾の組み合わせは計測可能

であっても、その多様なパターンの意味はあま

りにも重層的で、私たちはそれに明確な「名前」

を与えることができずにいた。ゆえに、それら

を一文字のアルファベットで「ラベリング」し、

さらに LLM によってその連なりを「言語のよ

うに読む」ことは、単なる技術的な工夫ではな

く、未定義なシグナルから意味を抽出するため

の認知的な飛躍でもある。このような「読み方」

を可能にしているのが、私たち人間の言語理解

を模倣する大規模言語モデルの役割である。名

づけることすら困難だったシグナルのパターン

に「ことば」としてのかたちを与え、それを意

味のある情報として読み取り、優れた通訳者と

して他者へと届け、再びシグナルとして解読可

能にする。

6. おわりに

本稿執筆の契機となったのは、ChromBERT

の初稿に寄せられた、あるレビュアーによる、

痛烈ながらも示唆に富んだ批判であった。「な

ぜ、明確に測定可能な生物学的シグナルを、あ

えて“言語風”に翻訳する必要があるのか。そ

れはあまりに回りくどく、不要ではないか」—

その問いは、査読の過程で繰り返し投げかけら

れた。もちろん、筆者はその問いに対して丁寧

に答えたつもりである。査読への応答というか

たちでは、定量的な評価や既存手法との比較、

精度や解釈性の観点から、その「有用性」につ

いてはすでに十分に説明した。けれども、どう

しても心の奥にわだかまりのように残っていた

のは、その問いに含まれていた「なぜ、言語に

こだわるのか？」という、より根源的なレイヤー

の部分だった。

そしてそれこそが、本稿であらためて丁寧に

言葉を尽くしてみたかった動機である。生命現
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象を意味として捉えるには、それを「切り分け」

「記号化」し、「文脈のなかで読み解く」という

プロセスが必要であり、まさにそこに、人間と

言語、そして LLM が持つ本質的な共通性があ

る。測定可能である、ということと、理解可能

である、ということのあいだには、越えるべき

知的な翻訳作業がある。その橋渡しの形こそ、

「分節された記号列」であり、言語モデルはそ

の記号列を扱うことに特化した、新しい“科学

の読解者”なのだ。

人間は長い歴史のなかで、複雑な現象を理解

するために、それを小さな単位に分け、記号と

して書きとめ、そして「意味」を読み取るとい

う知的営みに取り組んできた。古代の文字体系

も、現代の言語モデルも、その系譜に連なる存

在である。本稿で紹介した ChromBERT の試

みは、その営みを生命科学の世界に持ち込み、

記号化されたクロマチン状態の中に潜む意味

を、あたかも「読む」かのように可視化しよう

とする挑戦だった。そこには、自然界の構造を

言語的に捉えるという逆説的なアプローチに

よってこそ、初めて浮かび上がる「理解の形」

がある。
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Segmentation, a fundamental structure in human language comprehension, also plays a central role 

in the architecture of artificial intelligence technologies, particularly large language models （LLMs）. 

The linguistic mechanism by which continuous streams—such as speech or text—are divided into 

meaningful units closely mirrors the operational principles of LLMs. This structural resonance offers 

promising avenues for the analysis and reconstruction of scientific information. Drawing from the au-

thor’s experience in epigenetics research, this article examines how biological signals—such as DNA 

sequences and chromatin states, represented as symbolic strings—can be segmented, encoded, and 

interpreted by language models, shedding light on emerging approaches to scientific knowledge discov-

ery.
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1．はじめに

マーケティングは、19 世紀末から 20 世紀初

頭のアメリカにおいて、流通を中心とした市場

の諸問題を取り扱うために確立された知的領域

である（堀越 2022: 6-10）。そのような出自をも

つマーケティングの思考法は、現代では、企業

による経済活動以外の場面で転用されるように

なっている。たとえば政治をサービスとみな

し、選挙および統治にマーケティングの発想や

技法を取り入れようとする政治マーケティング

（平林 2013）。教育活動を対象としたマーケティ

ング（佐野 2012）や、地域活性化を目的とし

たマーケティング（宮副 2014）などの例も観

察される。市場を対象とした専門知としての性

質をもっていたマーケティングが諸領域に転用

される状況は、いかにして生じたのだろうか。

また、各領域で従来用いられてきた思考様式が

マーケティングの思考様式に取って代わられる

ことは、どのような意味をもつのだろうか。

ある知的領域の概念や技法が社会に広く浸透

し、人々の価値観をかたちづくっていく現象に

ついて、社会学ではとりわけ心理学の影響に関

する研究が蓄積されてきた。これは、心理主義

化あるいは心理学化と呼ばれる現象である（森 

2000; 樫村 2003）。森（2000: 15）は、心理主義

は空気のような当たり前の存在となり、現代社

会を特徴づける生活態度（エートス）になって

いると述べたが、マーケティングの思考法もま

た、空気のような存在として、広く浸透しつつ

あると言えるのではないか。

本稿では、企業のマーケティング活動から抽

出した専門的な知識や技法、思考様式を、その

他の場面で活用できるよう体系化・ツール化し

たものをマーケティング思考と定義し、その遍

在に着目する（1）。なかでも、「自分マーケティ

ング」「セルフブランディング」などと呼ばれ

る自己啓発への転用に焦点を当て、それが私た

ちにどのような主体となることを要請してきた

のかを、言説分析によって明らかにする。なお、

* 東京大学大学院学際情報学府博士課程

キーワード：マーケティング思考、自己啓発、新自由主義、サラリーマン

マーケティング思考の自己啓発言説への転用
－2000 年代のサラリーマン向け書籍・雑誌の分析

Repurposing Marketing Thought as a Form of Self-Development
: An Analysis of Books and Magazines Aimed at White-Collar Workers in the 2000s

蓼沼　阿由子 *
Ayuko Tadenuma
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本稿における自己啓発言説の定義は、牧野

（2012: 36）の定義を参照し、自己の望ましいあ

り方や考え方、行動の仕方、生き方を提示する

言説とする。

マーケティングの遍在の中でも自己啓発の領

域に着目するのは、それが、マーケティングに

親和的な主体の形成に関わっているという意味

において、他と比べて特権的な領域だからであ

る。マーケティング思考を身につけた主体は、

マーケティング思考の諸領域への浸透を支え、

時には能動的に推し進めていく存在であると想

定できる。そのような主体になることを指南す

る自己啓発という領域は、特に詳細に分析され

るべきである。

マーケティング思考の自己啓発への転用が最

初に大きな注目を集めたのは、米国の経営コン

サルタントであるトム・ピーターズが発表した

ビジネスパーソン向けの雑誌記事や書籍とされ

ている（Lair, Sullivan, & Cheney 2005: 308; Vallas 

& Cummins 2015: 303）。ピーターズは雑誌記事

（Peters 1997）や書籍（Peters 1999=2000）にお

いて、会社に頼らず自分をブランド化し、仕事

を得ていく生き方を提唱した。日本のあるマー

ケターによれば、ピーターズの言説は日本でも

受け入れられ、その後さまざまな人物がサラ

リーマン（2）向けに同様の言説を展開するよう

になった（田端 2021: 204）。以上を踏まえ、本

稿では、ピーターズを端緒とするブームが巻き

起こった 1990 年代末から 2000 年代にかけての

サラリーマン向け書籍・雑誌を分析対象と

する。

2．先行研究と本稿の位置づけ

本稿の先行研究は、マーケティング思考の自

己啓発への転用に関する研究と、新自由主義の

下での主体形成に関する研究に大別できる。以

下ではそれぞれについて整理する。

2.1　マーケティング思考の自己啓発への転用に関する研究

マーケティング思考の自己啓発への転用に関

する国内の研究として、2000 年代から 2010 年

代初頭の日本のセルフブランド概念の変遷を分

析した牧野（2013 a, b）が存在する。ただし牧

野（2013 a, b）はこの研究を自己啓発研究の一

環として行っており、ブランド論が提示する他

者とのつながりのあり方に着目している。これ

に対し本稿は、マーケティング思考の遍在につ

いて研究するために、同じ現象を自己啓発の側

からではなく、マーケティング思考の側から捉

え直す。したがって本稿では、検討対象をブラ

ンド論だけでなくマーケティング思考全体に広

げるとともに、転用の正当化に用いられた論理

や、自己啓発の一ジャンルとして定着できた背

景を重点的に確認する。

海外においては、労働社会学および自己論な

どの領域で、サラリーマン向けのセルフブラン

ディングおよびその言説が取り扱われてきた。

具体的には、セルフブランディングがもたらし

得る過重労働や、不平等への無配慮といった問
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題点の検討（Lair et al. 2005; Marwick 2013）や、

セルフブランディングが自己概念に与える影響

（Banet - Weiser 2012; Gershon 2016; Whitmer 2019）

に対する考察がなされてきた。

なかでもMarwick （2013）や Vallas & Cummins

（2015）は、セルフブランディング概念やそれ

を支える技術と新自由主義との親和性の高さを

指摘している。この指摘を踏まえると、マーケ

ティング思考の転用を説く言説や、それを載せ

たメディアが、新自由主義に親和的な主体の形

成を支えている可能性が浮かび上がってくる。

2.2　新自由主義の下での主体形成に関する研究

新自由主義の下での主体形成に関しては、ミ

シェル・フーコーとそれを引き継ぐ研究者が検

討を重ねてきた。フーコーは新自由主義の下で

の統治のスタイルが、規律訓練による自己制御

から、「自分が自由にできるある種の資本から

出発しつつ、自分自身の満足となるような何か

を生産する」スタイル、つまり自分自身の企業

家という主体像へと移行していると述べた

（Foucault 2004=2008: 278）。この主体は、市場

原理を内面化しセルフ・マネージメントの主体

として自らを統治する（佐藤 2009: 50）。自分

自身の企業家という概念は日本においても、新

自由主義に関連する諸問題を批判的に考察する

際に用いられてきた。特に佐藤（2009）や渋谷

（2011）は、国家や企業などの統治機構がいか

に企業家的な主体を作り出しているかという視

点から、統治のメカニズムを論じた。

その一方、企業家的な主体の形成やそれに関

する問題の要因を、何らかの統治機構の意図や

計画にのみ還元する問題構成のあり方に対する

批判も存在する（畑山 2012; 林 2023）。本稿も、

新自由主義の下での主体形成について理解を深

めるためには、国家や企業といった統治機構に

よる権力の行使だけでなく、それ以外の側面に

も注目する必要があるという立場を採用する。

そして、これまで光が当てられてこなかった

マーケティングという知的領域の作用に着目

し、その様相を記述する。

新自由主義の下での主体形成における特定の

知的領域のかかわりについては、主に心理学と

の関連が研究されてきた。心理主義化について

論じた森（2000: 21-24）によれば、心理学的知

識は、高度な感情マネジメントが可能であると

いう認識や、合理的に振る舞い自己実現を目指

す個人というイメージを定着させてきたとい

う。このことから、心理学的知識は、自分自身

を企業家とみなすための前提となる認識枠組み

を供給したと考えられる。

マーケティングという知的領域について、あ

る教科書は、ニーズ志向・顧客志向というマー

ケティング・コンセプトを基本として、市場に

対してマーケティング・システムあるいはマー

ケティングの戦略体系を構築し、実践する活動

と説明している（和田・恩蔵・三浦 2022: 7）。

この説明から導出されるのは、マーケティング

思考は外部環境を市場と捉える前提を置き、顧

客志向を原則とする思考法であり、また戦略策

定と実行を目的とした実践志向の強い思考法で

あるという特性である。そうだとすると、マー

ケティング思考の自己啓発への転用を追跡する
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ことで、心理学に着目するだけでは把握し得な

かった、私たちが自らを企業家的な主体とイ

メージするために用いてきた概念や技法を、明

らかにできる可能性がある。

3．分析対象と分析方法

3.1　分析対象

本稿では、マーケティング思考を転用したサ

ラリーマン向けの自己啓発に関する書籍・雑誌

を対象に分析を行う。対象期間はピーターズが

最初の言説を発表した 1997 年から 2009 年まで

とし、次の手順で書籍・雑誌記事の収集作業を

行った。

【手順 1】「国立国会図書館サーチ」において、

資料種別を「図書」、件名を「マーケティング」

「ブランディング」「サラリーマン」「成功法」

と指定した。次にそれぞれの件名でヒットした

書籍のタイトルや目次、概要文に目を通し、マー

ケティング思考を転用したサラリーマン向けの

自己啓発言説が掲載されている書籍を選定し

た。その際、企業における経営やマーケティン

グ、営業活動について指南しているものは除外

した。

【 手 順 2】「Web OYA-bunko 教 育 機 関 版 」

のフリーワード検索を用いて、手順 1 で頻出し

たキーワードを用いて雑誌記事の検索を行っ

た。使用したキーワードは「自分 ブランド」「自

分 マーケティング」「マーケティング 生き方」

「ブランド人」「人生 マーケティング」「サラリー

マン マーケティング」「サラリーマン ブラン

ド」である。次にそれぞれの検索語でヒットし

た雑誌記事のタイトルを精査し、該当の言説が

載っているものを抽出した。

その結果、書籍 38 冊、雑誌記事 27 件が抽出

され、それぞれを表 3.1、表 3.2 に示した。なお、

書籍および雑誌のサブタイトルの一部は、紙幅

の都合上省略した。

3.2　分析方法

言説分析には複数の方法論的立場が存在する

が、本稿ではフーコーの系譜を汲んだ言説の歴

史的な分析を行いたい。赤川（2005: 128）によ

れば、フーコーは、権力や利害が知（言説）を

産み出すという側面以上に、知（言説）が社会

的な諸主体を構成し、権力を作動させる歴史的

条件になるという側面を強調した。そして、言

説に見いだされる同型性や秩序に関心を寄

せた。

メディア研究においても、言説を現実の反映

とみなすのではなく、言説が新たな規範をかた

ちづくり、ある主体を創出していく側面に注目

した研究が存在する。たとえば今田（2019: 

3-6）は少年少女向けのメディアの「少年」「少女」

に関する知が現実の私たちに大きな影響を与え

ているとして、メディアとそこに載った表象を

分析した。本稿もこれにならい、表 3.1 および

表 3.2 で提示した書籍と雑誌記事のすべての内

容を精読し、サラリーマン向け書籍・雑誌に横

断的に見出される諸言表の同型性と編成規則、



21マーケティング思考の自己啓発言説への転用

変容を捉える。

特に新自由主義の下での主体形成に関する議

論への貢献という本稿の目的を踏まえ、次の 3

点を中心に分析を行う。第一に、マーケティン

グ思考の転用はどのように正当化されたのか。

第二に、マーケティング思考のどのような概念

や技法が、どのような用途に用いられたのか。

第三に、マーケティング思考が提示する主体像

とはどのようなものか。

番号 刊行 タイトル｜著者 傾向
1-1 1997 大才中才小才 運を拓くマーケティング｜鳥井道夫 （1）
1-2 1999 「自分経営力」の磨き方 セルフ・プロデュースできる者だけが勝ち残る｜服部英彦 （1）
1-3 1999 悪魔の法則 ポジティブ思考のウソを斬る ビジネス版｜ダン・S.ケネディ （1）

1-4 2000 ブランド人になれ! トム・ピーターズのサラリーマン大逆襲作戦〈1〉｜トム・ピー
ターズ （1）

1-5 2000 自分「商品化」計画 人生後半を生き抜く!｜野村正樹 （1）
1-6 2000 自分がブランドになる｜石井竜也, 中谷彰宏 （1）
1-7 2001 運を拓くマーケティング サントリー流才能の活かし方｜鳥井道夫 （1）
1-8 2003 MBA仕事術 あなたを人生の勝者にする!｜斎藤広達 （1）
1-9 2003 セルフブランドの創り方 10人の達人に学ぶ｜杉山勝行 （2）
1-10 2003 パーソナルブランド｜佐藤修 （2）
1-11 2003 自分マーケティング!売れるジブンづくりの仕組みと仕掛け｜HRインスティテュート （1）
1-12 2003 会社の中で自分をブランド化する戦略｜斎藤広達 （2）
1-13 2004 自分ブランドで勝負しろ!｜藤巻幸夫 （2）
1-14 2004 人生に成功する「自分ブランド」｜デビット・マクナリー、カール・スピーク （2）
1-15 2004 グッドキャリア キャリアがブランドになる時｜山本直人 （2）
1-16 2004 「稼ぐ人」だけが知っている!13の氣づき｜岩元貴久 （2）
1-17 2005 自分ブランドの創り方 個人がブランドとなる時代がきた｜杉山勝行、後藤信子 （2）
1-18 2005 常識の壁をこえて こころのフレームを変えるマーケティング哲学｜ダン・ケネディ （1）

1-19 2005 パーソナルブランディング 最強のビジネスツール「自分ブランド」を作り出す｜ピー
ター・モントヤ、ティム・ヴァンディー （2）

1-20 2005 ビジネスで成功する決め手は、パーソナルブランド｜越石一彦 （2）
1-21 2006 モテる!マーケティング 恋も仕事もゲットする「集客」のキーワード66｜藤井組 （1）
1-22 2006 できる人は「自己ブランド」を持っている! 自分を売り出す成功法則｜遠山善英 （2）

1-23 2007 人生でいちばん大切なことはマーケティングで学べる 五年ずつ自己実現する生き方｜
佐藤公明 （3）

1-24 2007 「その他大勢」から一瞬で抜け出す技術｜松尾昭仁 （2）
1-25 2007 30代で差をつける「人生戦略」ノート｜午堂登紀雄 （3）
1-26 2007 Mind set! 自分の価値を高める31のヒント｜原尻淳一、久保ひろみ （2）
1-27 2007 自分ブランドの教科書   「図解」フジマキ流至上最強のあなたをつくる｜藤巻幸夫 （2）
1-28 2007 「人生開発」で、売れる自分をつくりなさい｜内海悟 （1）

表 3.1　マーケティング思考を転用したサラリーマン向け自己啓発言説一覧（書籍）
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1-29 2008 あなたブランドを高める12のステップ｜斎藤広達 （2）
1-30 2008 ブランド再生工場 間違いだらけのブランディングを正す｜関橋英作 （2）
1-31 2008 メシが食いたければ好きなことをやれ!｜岡野雅 （3）

1-32 2008 白いネコは何をくれた?「言葉を話すネコ」ボロが教える人生を変えるマーケティング
戦略｜佐藤義典 （3）

1-33 2008 スピード・ブランディング 普通の人がブランドを確立し、成功を加速させる｜鳥居
祐一 （2）

1-34 2008 小さな会社のブランド戦略｜村尾隆介 （2）
1-35 2009 自分ブランド構築術 『幸せな成功』を引き寄せる｜中居隆栄 （2）
1-36 2009 自分をもっと評価させる!技術｜内藤誼人 （2）
1-37 2009 勝間・藤巻に聞け!「仕事学のすすめ」自分ブランドで課題克服｜勝間和代、藤巻幸夫 （3）
1-38 2009 自己ブランド戦略12の秘密｜キャサリン・カピュタ （2）

番号 刊行 タイトル｜著者・発言者｜掲載誌 傾向

2-1 2001 ITサバイバル術「あなたでなければダメだ」といわれる人になれ｜中谷彰宏｜
THE21 （2）

2-2 2001 仕事の達人 マーケの達人 自分をマーケティングしてみる ｜酒井光雄｜日経ビジ
ネス （1）

2-3 2003 いる社員、いらない社員 不況に負けるな！営業力を磨け｜佐久間曻二｜プレジデ
ント （2）

2-4 2003 自分ブランドで輝く人、会社ブランドに頼る人｜特集｜日経ビジネスアソシエ （2）
2-5 2003 アイツはできる！といわせる最強の自己PR術｜特集 ｜THE21 （2）
2-6 2004 いま、「幸福な男」の資格審査｜片平秀貴｜ブラボービジネス （2）
2-7 2004 実践セルフ・ブランディング ｜特集｜日経ビジネスアソシエ （2）
2-8 2004 ［自分マーケティング］のススメ ｜阪本啓一、船川淳志、梅森浩一 他｜ゲイナー （2）
2-9 2004 9時から5時までのテキパキ仕事術 ｜斎藤広達｜SAY （2）

2-10 2005 トップビジネスマンが必ず実践している『自分ブランド』のつくり方 ｜本田直之、
立石剛、金森重樹、山口哲史 他｜BIG tomorrow （2）

2-11 2005 1億円出してもほしい人、タダでもいらない人 「自分ブランド」のつくり方、教えま
す｜特集｜THE21 （2）

2-12 2005 社長の腹　42回｜杉本哲哉，おちまさと｜SPA! （1）

2-13 2005 営業の科学　トヨタとリクルートに学ぶ最強の実践トレーニング ｜木村秀之｜日経
ビジネスアソシエ （2）

2-14 2005 やり抜く力　『パーソナルブランディング』入門｜道幸武久｜プレジデント （2）
2-15 2005 頭のいい女の自己アピール術｜宍戸さとこ｜PHPカラット （2）
2-16 2005 ビジネスホリックが世界を変える 自分自身をブランドにせよ！｜奥田英朗｜ゲーテ （2）
2-17 2006 MVP社員の「数字、発想、時間」　働き方分析！｜プレジデント （2）
2-18 2005 タイツくん　男のたしなみ通信講座　99回　｜高橋俊介｜ SPA! （2）
2-19 2006 新しい尺度。それは、自分らしさを測るもの。｜八塩圭子｜日経ビジネスアソシエ （2）
2-20 2007 「自律型人間」になれば目標は必ず叶う！｜斎藤広達｜日経ビジネスアソシエ （2）

表 3.2　マーケティング思考を転用したサラリーマン向け自己啓発言説一覧（雑誌）
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4．分析

分析の結果、対象となる言説は（1）労働市

場における自己の商品化、（2）成功ノウハウと

してのセルフブランディング、（3）マネジメン

ト技法を転用した自己実現の 3 種類に類型化で

きた。表 3.1 および表 3.2 に、各書籍と記事が

どの類型に分類されるか番号で示した。複数の

類型にまたがる内容を含む書籍・記事について

は、最も強く現れている言説の特徴に基づいて

主要な類型を決定し、該当する番号を示した。

（1） は 2000 年 前 後 か ら 登 場 し、（2） は

2000 年代中期から登場し、量的には最もボ

リュームを占めた。（3）は 2000 年代後期から

見られるようになり、（1）は消失していった。

ただし（1）の消失は後続の言説がそれ以前の

言説を完全に置き換えたために生じたわけでは

なく、（1）は議論の前提として定着したことが

うかがえた。次節以降で詳しく確認するよう

に、全体として、マーケティング思考のより積

極的な転用へと言説が緩やかに移行している様

子が見て取れた。以降の節では、各類型につい

て詳細に分析する。

4.1　労働市場における自己の商品化

言説の第一の類型は、マーケティング思考を

用いて自己を商品とみなし、労働市場でより高

く評価されるよう改善していくことを説く言説

である（Liar et al. 2005: 319）。以降、この言説

を「労働市場における自己の商品化言説」と表

記する。マーケティング思考の転用が必要な理

由として持ち出されたのは、リスクへの備え、

具体的には年功序列や終身雇用の崩壊、IT 化

など日本的雇用関係の崩壊からの自衛の必要性

であった。

たしかに、社会の急変、政治の無策、経

営の無能……などの理由はある。だが、い

くら「政治が悪い、会社が悪い」と嘆いて

いても、事態は解決しない。現実問題とし

ては、政府が吹聴する「自己責任（いわゆ

2-21 2007 あなたの「強み」教えます！自信がつく！ハッピーになる！自分ブランドの作り方
｜特集｜日経ウーマン （2）

2-22 2007 「トレンドの仕掛け人」の仕事術 自分の「見え方」を意識している人は必ず伸びる
｜藤本やすし｜THE21 （2）

2-23 2007 和田裕美のキャリアを磨くコミュニケーション作法 22回 自分ブランドって何？｜
和田裕美｜日経ビジネスアソシエ （2）

2-24 2008 “自分ブランド”をつくろう！｜杉村貴代｜PHPカラット （2）
2-25 2009 ［ビジネス書］を読む 5回 自分をブランディング｜中村貞裕｜ゲイナー （2）
2-26 2009 久野康成の「私ならこうする！」非常識な実践経営アドバイス｜久野康成｜経済界 （2）

2-27 2009 「自分ブランドを築ける人」vs「自分ブランドを築けない人」その決定的な違いは
何か？｜藤原和博、藤巻幸夫｜THE21 （2）
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る為政者の責任放棄？）」の正否を考える

以前に、「自己脱出」の道を真剣に模索し

なければいけない時代だ。そこで求められ

るのが、“開き直り”と“発想の転換”で

はないだろうか。本書では、それを自分「商

品化」計画というキーワードで表現してみ

た。（野村 2000: 2-3 ［番号 1-5］（3））

マーケティング思考を転用する上で批判的観

点として上がるであろう自己責任論の賛否に先

んじて言及し、無効化した上で議論を進めてい

ることが読み取れる。

この言説では、サラリーマンとしての自己を

商品とみなすためにマーケティングの概念や技

法が活用された。たとえば、マーケティング・

コンセプト（鳥井 1997 ［番号 1-1］）、商品開発

の一連のプロセス（野村 2000）、マーケティン

グのフレームワークである「4P」（斎藤 2003 ［番

号 1-8］; HR インスティテュート 2003 ［番号

1-11］）が用いられた。

この言説が示す主体像には 2 点の特徴が見い

だされる。第一に、市場を意識した自己研磨を

重視する主体である。自己研磨は就職・転職活

動の時だけではなく、会社に属した後も継続的

に行うべきであり、その際に意識すべきは社内

の評価ではなく、社外、つまり市場の評価であ

る（野村 2000: 中谷 2001 ［番号 2-1］）。これに

より、会社に所属することや日常の労働は、自

身の市場価値を高める手段と位置づけられるよ

うになる。それを象徴するのが「『給料はいら

ない。会社のブランドを借りて、自分のブラン

ドを高めさせてもらっているのだから』という

ぐらいの感覚でちょうどいい」という助言であ

る（中谷 2001: 5）。

第二に、自らを商品、企業を顧客と認識し、

市場原理を適用することで、顧客たる企業の論

理への理解を示す主体である。野村（2000: 88-

92）は、待遇やリストラへの不満を抱えた労働

者に対し、「商品（ここでは労働者）の購入・

価格決定のイニシアティブは顧客（会社側）が

握るのは、顧客主権の現代では必然」と述べ、

企業に異を唱えるのではなく、労働市場に活路

を見出す、つまり転職などによって解決するこ

とを提案している。これにより労働問題の解決

の仕方が変わったり、あるいは問題として認識

されなくなったりする。

4.2　成功ノウハウとしてのセルフブランディング

第二の類型は、先行研究でも言及されていた

ブランド概念を転用した言説である。自己分析

と自らのブランド・イメージの構築を行い、構

築したイメージを効果的に表現することを提唱

する。「自分ブランド」「パーソナルブランド」「セ

ルフブランド」など複数のフレーズが使われて

いたが、本稿では統一して「セルフブランディ

ング」を使用し、この言説を「成功ノウハウと

してのセルフブランディング言説」と呼ぶ。

この言説は、複数の雑誌で集中的に流通した

ことが特徴であった。具体的には、2003 年 7

月と 2004 年 6 月に『日経ビジネス アソシエ』で、

2003 年 9 月 と 2005 年 10 月 に『THE21』 で、

そ れ ぞ れ 特 集 が 組 ま れ た ほ か、『BIG 

tomorrow』『日経ウーマン』『プレジデント』『ゲ

イナー』などにも記事が掲載された。
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言説の正当化にあたっては、前節で確認した

リスクへの備えに加えて 2 つの方法が確認でき

た。一つは、セルフブランディングがより少な

い労力で成果を挙げる効率的な手段であること

を強調する方法である。具体的には、営業成績

の伸び悩みや上司からの評価に対する悩みを一

挙に解決する手段（BIG tomorrow 2005: 24 ［番

号 2-10］）、あるいは効率的にキャリアアップを

実 現 し て い く 手 段（THE21 2005: 33 ［ 番 号

2-11］）とされた。もう一つは、当時批判的に

語られることもあったブランド品を購入する行

為との比較において、セルフブランディングを

正当化する方法である。斎藤（2003: 178-179 ［番

号 1-12］）は、セルフブランディングに関する

書籍を執筆した動機について、「外見的にブラ

ンド品によって自分をよく見せようという薄っ

ぺらい生き方」と対比しながら、「それよりも、

自分自身がブランドになることで、より多くの

成功を収めたい」と説明している。

この言説では、ブランディングのための各技

法が、他者との比較の中で自己を見出す目的で

転用された。斎藤（2003: 53）が転用したのは

フレーム・オブ・リファレンスという概念であ

る。この概念は顧客の頭の中で商品が比べられ

る領域を指し、同じフレーム内に存在する商品

との比較において、自らの商品の特徴を分析す

る。これを自身の強みと弱みを抽出する作業に

転用するが、その際には会社など、自分が活動

する場所を特定し、誰と比べて強いのか、ある

いは弱いのかを明確にしていく。鳥居（2008 ［番

号 1-33］）も同様に、ポジショニングと USP

（Unique Selling Proposition）の重要性に言及し

ている。

ブランドの整理が完了した後は、「ブランド

は、伝わって初めて『価値』ができる」（斎藤 

2003: 126）という発想に基づき、それを周囲に

表現する作業を行う。具体的には、ブログやオ

リジナルの名刺、メルマガの発行など、企業が

行うプロモーションを個人が実行可能な行動に

置き換えた手法が紹介された（鳥居 2008）。

これらの手法は手に取りやすいチャートや

ワークシートの形式で読者に提供された。たと

えば「ブランド度」を診断するチャートは、い

くつかの質問に答えることで、自身のブランド

度を 4 段階で把握できるものであった（日経ビ

ジネスアソシエ 2004: 28-29 ［番号 2-7］）。また、

「自己 PR に関するチェックシート」は、周囲

の人からの印象を一貫性のあるものにするため

に、自身のキーメッセージやポジショニング、

コンセプト、ビジョンを書き込んでおくもので

あった（THE21 2003: 37 ［番号 2-5］）。

成功ノウハウとしてのセルフブランディング

言説が提示した主体像は、自己の価値は他者に

伝わることではじめて生じるものであると考

え、自らの強みとどのように見られたいかをそ

れぞれ整理した上で、そこから逆算して自らの

振る舞いをコントロールする主体であった。セ

ルフブランディングは、誰でも、いつからでも、

少しずつでも着手でき、劇的な効果をもたらす

と宣伝された。その一方、個人が抱える経済問

題の普遍的な解決策と位置づけられ（Marwick 

2013: 168）、ブランド力が低い原因は個人の努

力不足であり、その結果も当人が引き受けるべ

きである、という結論に接続されやすい側面も

有していた。
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4.3　マネジメント技法を転用した自己実現

第三の類型は、マネジメント技法を転用して

仕事を通じた自己実現を図る言説であり、2000

年代後期から登場した。この言説では「人生」

という語がしばしば登場するが、佐藤（2008 ［番

号 1-32］）の一部に恋愛への転用例が見られる

ほかは、キャリアや職業生活に関する話題が中

心になっている。それにもかかわらず人生とい

う語が用いられたのは、この言説において、仕

事は経済的手段を超えて、自分らしさを表現

し、自己実現を達成する手段として位置づけら

れていたためと解釈できる。このことは、勝間・

藤巻（2009 ［番号 1-37］）の書籍帯に書かれた

コピー「働き方は、生き方だ。」にも表れている。

仕事を通じた自己実現という発想はマーケティ

ング思考の転用に正当性を与え、マーケティン

グ思考は仕事を通じた自己実現に至るための思

考法を示すことで、両言説は相互に強化し合っ

ていた。以降、この言説群を「マネジメント技

法を転用した自己実現言説」と称する。

用いられた技法は、「ビジネス・マネージメ

ントとしてのマーケティング」（佐藤 2007: 76 

［番号 1-23］）と呼ばれるように、中長期的な視

点を含むものであった。佐藤（2007）は、著者

自身が考案し、自社のマーケティング戦略策定

に使用したフレームワーク「OGSM」を、自身

が目指すべき方向性を見出し、諸要素をコント

ロ ー ル す る た め に 転 用 し て い る。OGSM は

Objective（ 目 標 ）、Goal（ 数 値 目 標 ）、

Strategies（戦略）、Measurements（評価基準）

の頭文字をとったものであり、環境分析を実施

した後、自らの振る舞いを検討するために活用

する（佐藤 2007: 88-89, 108-113）。佐藤（2008: 

18-19）も同様に、マーケティング戦略策定に

必要な 6 つの観点をまとめた「戦略 BASiCS」

を自己啓発に転用した。これらの言説はいずれ

も生き方全体を貫く指針と位置づけられてい

る。またそこでは戦略の重要性が強調されて

いる。

マネジメント技法を転用した自己実現言説が

提示したのは、自身の存在意義（佐藤 2007）

や「自分は他の誰ではなく、誰なのか？」（佐

藤 2008）を熟考し、それを目標の策定や実行

に活用していく主体である。その主体は、自己

のあらゆる面を点検の対象とし、マーケティン

グ資源として活用可能な要素を見出していく。

佐藤（2008: 72）においてストーリー仕立てで

描かれたのは、広告代理店に勤める主人公が、

自身の独自資源を明確化するために、生い立ち

を振り返るシーンであった。主人公は高校時代

の友人に会いに行ったり、実家で家族から子ど

もの頃の様子を聞いたりする中で、自らの独自

資源が「戦略」であることを発見し、戦略を強

みに仕事でのピンチを切り抜ける（佐藤 2008: 

79）。

一方で、置かれた環境を批判し自ら行動しよ

うとしない人には、厳しい視線が向けられる。

それは次のようなものである。

私は、今の日本には歯がゆさを感じます。

何かというと他人のせい、政治家のせい、

という論調。それより、他人は気にせず、

自分にできることを、すべきことを精一杯

やり、自分自身が輝く。私も今はまだまだ

未熟ですが、いつかはそんな人になりたい
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と思っています。そのために必要なのが、

戦略であり、自分を知ってハラを括る道具

なのです。戦略 BASiCS はそのためにある

のです。（佐藤 2008: 275）

同様の物言いは佐藤（2007: 121-122）にも見

出せる。佐藤は営業の仕事をしていて結果が出

ないとき、売れている他社の商品と自社の商品

をつい比べてしまいがちであるもののそれは

「ないものねだり」であり、避けるべき態度だ

と述べる。そしてこのような態度はより一般的

な文脈、つまり生き方にも当てはまるとして

いる。

もし彼が六〇点程度の出来の自社の商品

を他社並みの八〇点にしてくれと言ってい

るなら、それは「ないものねだり」でしか

ありません。（中略）六〇点なら六〇点と

い う そ の「 与 え ら れ た 条 件 」（given 

condition）のなかでどうやって売っていく

か、それがマーケティングであり、営業な

のですから。

（中略）このことは、かなり一般的にい

える問題でもあると思います。

とりとめのない自己実現への欲求がいつ

のまにか、自分に「与えられた条件」、自

分の置かれた環境に対する「ないものねだ

り」、不平不満に変わってはいないか。わ

たしは，本屋に氾濫するノウハウ本のなか

に、どうもそういう風潮を感じて危惧して

いるのです。（佐藤 2007: 121-122）

これらの記述から浮かび上がる主体像は、個

人の力で変えやすい要素にのみ集中し、具体的

な行動を起こすことで、望ましい結果を導こう

とする主体である。

5．考察と結論

本稿はマーケティング思考の自己啓発への転

用という現象に着目し、1997 年から 2009 年ま

でのサラリーマン向けの書籍・雑誌を対象とし

て、転用の類型とその正当化の論理、転用され

た技法、言説が提示する主体像を記述してき

た。マーケティング思考を転用した自己啓発

は、かつてはそのように捉えられていなかった

領域を市場と捉え、ブランドという概念を軸に

自らのイメージをコントロールすることを提案

し、戦略的に振る舞うための具体的手法を提供

するという点で、自分自身の企業家概念と高い

親和性をもつものであった。本稿は、2000 年

代の日本において、このような主体のあり方

が、マーケティング思考を転用した自己啓発言

説によって示されていたことを明らかにした。

新自由主義の下での主体形成は、統治機構によ

る権力行使という図式のみでは捉え切れない側

面を有しており、そのありようの一端を描き出

したことが、本稿の成果の一つと言える。

では、マーケティング思考を転用した自己啓

発は、なぜ 1990 年代末から 2000 年代の日本に

おいて、自己啓発の一ジャンルとして成立でき

たのだろうか。本稿の言説分析からは次のこと

が指摘できる。まず、マーケティング思考を転
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用した自己啓発言説は、当時流通していた周辺

の言説を足がかりとしながら定着していた。具

体的には、日本では 1980 年代から 1990 年代初

頭にかけて消費論の流行が生じており（松井 

2013: 26-34）、マーケティングの用語や概念の

一部が日常の知になりつつある状況を活かすこ

とができた。このことは、「差別化」というマー

ケティング用語が日常語になったのが 1990 年

代から 2000 年代にかけてであったという証言

（山本 2004: 26 ［番号 1-15］）や、1960 年代はブ

ランドという言葉を聞くこと自体があまりな

かったのに対し、30 年後の 1990 年代には「好

きなブランド」という判断軸で服を選ぶ学生が

多くを占めるようになったという証言（石井 

1999: 1-3）からも裏付けることができる。マー

ケティングの用語や概念が、実務家や研究者以

外の人々に全く知られていない状態であれば、

自己啓発に転用していくハードルは高かったは

ずである。

また、マーケティング思考を転用した自己啓

発は、戦後の成人男性の表象として強力な吸引

力をもっていた「サラリーマン」像（谷原 

2022: ⅰ）の揺らぎを捉え、新たな生き方像を

提示することにより、幅広い読者に訴えかけて

いた。それをよく表しているのが、海外の書籍

の翻訳戦略である。本稿の分析で確認できた翻

訳書は 6 冊あり、その内容の大半が独立・起業

の具体的方法を説く内容であったにもかかわら

ず、邦訳の際はサラリーマンとしての生き方指

南として読めるようなタイトルや訳者解説が付

され、出版されていた（4）。

そして、マーケティングを転用した自己啓発

は実践しやすい形式で提供され、娯楽性を有し

ていた。Marwick（2013: 201）はソーシャルメ

ディアを用いたセルフブランディング実践がア

メリカで普及した要因の一つを、その行為に

人々からの注目を集める喜びが伴っていたため

と考察していた。日本のマーケティング思考を

転用した自己啓発言説も、自己発見の喜びを

伴っていたことが、その拡散につながったと解

釈できる。

本稿のもう一つの成果は、マーケティング思

考を転用した自己啓発が有する両義性を浮かび

上がらせたことである。本稿の分析を通じて、

マーケティング思考の転用によって、私的な活

動や体験の意味付けが変わり得ることが明らか

になった。まず確認されたのは、日々の労働が

ブランド力向上の手段と捉えられる様子であっ

た（野村 2000）。アイデンティティや学生時代

の経験など、かつては職業生活とは一定の距離

があると考えられてきた私的な事柄も、マーケ

ティングの資源やその発掘のきっかけという役

割を与えられ（佐藤 2008）、マネジメントの対

象として取り込まれていた。マーケティング思

考を転用した生き方を徹底しようとすると、こ

のような私的領域の資源化は際限なく進み、

日々の体験を質的に変容させていく可能性が

ある。

また、マーケティング思考を転用した自己啓

発言説では、政治や会社などの外部環境に異を

唱える態度は批判の対象となり、自らが操作可

能な要素に注目し行動すべきであると主張され

ていた（野村 2000; 佐藤 2007; 佐藤 2008）。こ

れにより、社会的状況に疑問を抱き、他者との

連帯によって変えていこうとする動きを抑え込

ん で し ま う 可 能 性 が あ る（Lair et al. 2005: 
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336）。マーケティング思考は私たちに、市場に

身を置き戦略的に振る舞う存在であると自己や

他者を規定することを提案するが、私たちは同

時に、社会に身を置く存在でもある。そして社

会は「与えられた条件」（佐藤 2007: 121）では

なく、不変なものでもない。より良く生きるた

めの手がかりとして転用されたはずのマーケ

ティング思考が、結果的に私たちを追い込むこ

とにつながっていないか、その作用を注意深く

観察していく必要がある。

最後に本稿の限界と今後の課題を述べる。

マーケティング思考を転用したサラリーマン向

けの自己啓発言説に関して、本稿で明らかにで

きたのは、1990 年代末から 2000 年代という一

部の時期に留まる。現代の日本で主流となって

いるマーケティングの思考様式が米国から本格

的に輸入されたのは 1950 年代であることを踏

まえると、本稿が分析の起点とした 1990 年代

以前にも、自己啓発への転用が行われていた可

能性がある。また、ソーシャルメディアの普及

に伴う言説の変容など、2010 年代以降の動向

も分析する必要がある。これらの課題に取り組

み、マーケティング思考の転用という現象の解

明をさらに進めたい。

註
（1）	 マーケティング思考の定義は、廣田（2022: 8）のデザイン思考の定義を参考にした。
（2）	 �本稿では、分析対象を指し示す語として、ジェンダー中立的な用語ではなく、あえて「サラリーマン」の語を用いている。こ

れは分析対象となった書籍や雑誌の多くが「サラリーマン」の語を用いており、その文脈を考慮に入れて分析を行うためである。
（3）	 �表 3.1 および表 3.2 で提示した資料については初出でその番号を添え、参考文献リストには再掲しないこととする。
（4）	 �Peters（1999=2000）の原著タイトルは、The Brand You50: Fifty Ways to Transform Yourself from an “Employee” into a 

Brand That Shouts Distinction, Commitment, and Passion! であるが、邦訳時にはサラリーマンに訴求するタイトルへと変更さ
れている（番号 1-4 参照）。
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The purpose of this paper is to clarify how marketing thought, which was originally developed to 

solve various problems in the market, has been repurposed for use in self-development discourses 

aimed at Japanese white-collar workers. In this regard, a discourse analysis was conducted on self-de-

velopment books and magazines published from the late 1990s through the 2000s.

The analysis identified three main variations in the repurposing of marketing thought. Considering 

the labor market, the first is a discourse that involves commodifying the self by regarding employers 

as “customers.” Justified as risk management in response to the instability of the employment environ-

ment, it portrays the subject as continuing to improve himself/herself while being conscious of the la-

bor-market demands. The second is a discourse on differentiating oneself from others and expressing 

oneself through self-branding, which is justified as an efficient method for achieving success. The third 

discourse promotes the repurposing of managerial techniques and emphasizes self-realization through 

one’s work. While it idealizes subjects who set goals and take affirmative action to achieve them, it si-

multaneously criticizes those who merely critique the status quo without attempting to change it 

through personal initiative.

These discourses exhibit a strong affinity with Michel Foucault’s concept of the “self as enterprise,” 

insofar as they introduce a framework that reconceptualizes the private sphere—traditionally consid-

ered separate from market rationality—as a domain structured by market logics and exploitable as a 

resource. Additionally, they offer advice and the associated methods for behaving strategically. This 

paper provides new insights into the discussion of subject formation under neoliberalism. Specifically, 

it highlights that the formation of such subjects may have been driven not only by the influence of 

governing institutions, such as the state and large corporations, but also by knowledge in marketing 

thought.

* Graduate School of Interdisciplinary Information Studies, the University of Tokyo

Key Words：marketing thought, self-development, neoliberalism, white-collar workers
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1．はじめに

本研究は、2006 年から 2020 年について、日

本が貿易を行っている 69 か国を対象に、コミュ

ニケーションに基づくネットワーク理論と取引

費用理論の観点から、知識労働者としての内外

の在留者を通じた国際的な人的交流と経済取引

が相関関係にあることを、公開データに基づい

て定量的に明らかにすることを目的とする。貿

易は諸国間で交換を行う交易であり、今日でも

華僑や国外在住日本人等が交易の円滑化に重要

な役割を果たしている（フランク ,2000）こと

から、国際的な経済取引は人的交流がなかだち

（媒）となって豊かになる交易であると考える。

人的交流のネットワークによって形成された社

会関係資本が、不確実性等に伴う取引費用を低

減することで経済取引を促す想定に基づき、境

界としての国や地域等を単位として、特定の在

留資格を持つ内外の在留者と貿易付加価値額と

の関係について、GMM 推定による動学的パネ

ルデータ分析を行う。これにより、知識労働者

による国際的な人的交流が貿易取引の発展に寄

与しているかどうか、そして寄与する場合の国

や地域等の条件を併せて検討する。生産要素の

移動である人の移動が、渡航先と母国の社会関

係資本を介した情報の伝播を通して越境取引に

至るミクロな視座を通じて、国や地域の多様性

を踏まえた国際貿易でのネットワーク研究とす

るものである。

* 東京大学大学院学際情報学府博士課程

キーワード：国際労働力移動、国際貿易、ネットワーク、社会関係資本、取引費用、コミュニケーション

知識労働者の国際移動と経済取引に関する 
動学的パネルデータ分析
―国・地域を架橋する内外在留者によるネットワークの貿易への寄与に着目して
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1.1　本研究の前提

本研究での 3 つの前提を述べる。第 1 に、人

的ネットワークを介したコミュニケーション

が、国際的な経済取引での障壁を補完すること

である。第 2 は、国境を超える知識を生み出す

知識労働者としての内外の在留者が取引費用を

低減し、国際的な資源配分の非効率性の解消に

寄与することである。そして第 3 は、貿易資源

の賦存状況の他、経済規模や産業構造、地理的

位置等が国ごとに異なり、分業や交易関係がそ

の内外で相違する地域がある（フランク ,2000）

中、知識労働者が寄与する程度に差異が生じる

ことである。なお、本研究は自由貿易体制

（GATT-IMF 体制）を与件とする。

まず、第 1 の前提を説明する。2020 年時点

の全世界の移民は約 2.8 億人（世界人口の約

3.6%）であり、このうち「一時的または永続的

な労働者」は約 1.6 億人（同約 2%）に達する

（ I n t e r n a t i o n a l  O r g a n i z a t i o n  f o r 

Migration,2024）。たとえば、「労働を目的とし

て国境を越える人々と彼らに同伴する家族」（北

村・中嶋 ,2022,p.86）である移民は、「政治、経済、

文化の諸側面で、移民先の国に定着しても、な

お郷里との紐帯を維持」（同 ,p.94）し、コミュ

ニティを形成する。「多くの行動が対人関係の

ネットワークに密接に埋め込まれて」（グラノ

ヴェター ,1998,p.270）いる中で、人的交流が取

引に影響を及ぼし、同時にネットワークの構造

が経済主体の行動に影響を与える。ゆえに、な

かだち（媒）として母国等との関係を維持しつ

つ形成する知識労働者のネットワークを通じ、

国際経済取引で付加価値を生む経路が考えら

れる。

次に、第 2 の前提を説明する。日本の 2023

年末の在留外国人総数は約 341 万人（総人口の

約 2.7%）（法務省 ,2023）であり、同時期の海

外在留邦人総数は約 129 万人（同約 1.0%）で

ある（外務省 ,2023）。言語や文化の他、関税等

の貿易制限や輸送費用、商慣習等が異なるた

め、母国以外との経済取引では、不確実性と契

約の不完備性への対応等の取引費用が障壁とし

て生じる。そして、「社会的不確実性が大きい

ほど特定の相手とのコミットメント関係を形成

する」（山岸 ,1998,p.123）。一方で、「コミット

メント関係にない『部外者』に対する信頼が低

下する」（同 ,p.124）状況では、市場取引での

契約から履行等にかかる取引費用が大きく、組

織内部の取引としてコストを節減できるネット

ワークが重要となる（篠崎 ,1999）。市場経済で

の抑制と均衡をもたらすものは、「人々の間の

交換ネットワークが持つ信頼や協力、堅牢性と

いった性質」（ペントランド ,2015,p.239）である。

国境を越えて移動する人のうち、非熟練・単

純労働者が労働力を補完するものとして主に製

造に従事することに対し、本研究の対象とする

知識労働者は、製品開発や製造過程の設計、企

業組織の経営等を行うことを通じて、知識労働

者が生み出す知識は国境を越えられる（田

中 ,2015）点で異なる。よって、国境を越えて

知識を付加価値に転化させるような労働者の質

が、取引費用低減に寄与することに着目する必

要がある。一例として、知識・技能流出が抑制

されていた織物関連の技術知識の移転が、正式

なルートではなく、離職した技術者への接触が

行われる中で、「技術知識は技術者・技能者と
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の直接の接触を介して、その受容地にもたらさ

れていた」（谷本 , 2024,p.110）ことが挙げられる。

「技術移転には、人的接触を基盤とする知識の

交流が重要な意義を有していた」（同 ,p.111）

のである。これは都市で企業と労働者が集まる

ことで、コミュニケーションの相互作用による

学習が促され、生産性と革新に至る知識のスピ

ルオーバー（藤田・ジャック・F・ティス ,2017）

と同様の事象である。敷衍すれば、労働集約的

産業から資本集約的、且つ海外技術の影響が大

きい産業構造への転換に際し、知識労働者の交

流による情報交換が取引費用逓減に寄与するこ

とで、国際的な技術の伝播・模倣・吸収が貿易

拡大に作用する（若杉 ,2009）道筋が考えられる。

最後に、第 3 の前提を説明する。海外諸国で

の地域内、あるいは地域間での中間財の相互取

引を経て、最終消費財や完成品に至る国際分業

体制の構築に伴い、最終製品や原材料を売買す

る貿易から、中間財の貿易に構造が変化してい

る（経済産業省 ,2012）。加えて、目的に応じた

海外直接投資（FDI）が行われる等、貿易構造

が多様化している（田中 ,2015）。保護主義的政

策が自由貿易や企業活動に影響を及ぼす危惧が

あるが、「異質な国家間のグローバルな相互依

存関係」（白鳥・高橋 ,2022,p.244）にある中、

その姿を変えつつも、国や地域間での生産工程

間分業と貿易は行われ、世界交易ネットワーク

は維持されると考える。

地域に関しては、地理的位置によって東南ア

ジアが世界交易の交差点・合流点となったよう

に、人的交流と交易が活発に行われる国や地域

からなる「『境界』の内部での分業や交易関係

の密度がその境界をまたぐものよりより大きい

［という形で定義される］ような諸々の地域が、

かつても今もある」（フランク ,2000,p.141）。ま

た、貿易資源の賦存状況、経済規模、産業構造

等も国ごとに異質である。したがって、境界外

に比して境界内での交流の程度が活発である

中、経済取引での境界の程度が国内取引よりも

大きい国や地域を単位に分析すること、そして

国境を超えた交流を通じてネットワークを形成

し、内外で架橋する知識労働者に着目して、貿

易取引の発展に寄与しているかを検討すること

は妥当と考える。

1.2　本研究の位置づけと構成

商慣習や文化等の差異だけでなく、在留資格

管理や関税による国境水際措置等、現在も国境

が国際労働力移動と経済取引の障壁であり、そ

れらは国家間の関係に左右される。国家間の均

衡が、力（軍事）と利益（経済）と価値（文化）

の体系（高坂 ,2017）の関係による中で、本研

究は利益（経済）に焦点をあてるものである。

そして、本研究は境界としての国境や地域を前

提とする。その上で、生産量を労働投入量・資

本投入量・技術進歩に基づくコブ = ダグラス

型生産関数のうち、労働投入量と技術進歩、そ

してそれらを機能させるネットワークと取引費

用の観点から、交易における生産要素の移動と

交流が国際貿易にもたらす効果に着目して検討

するものである。

以下、本論文の構成は次のとおりである。第

2 章で関連する先行研究を説明した上で、本研

究の位置づけを示す。第 3 章では本研究で使用
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するデータを説明し、第 4 章でデータに基づい

て設定した推計式を示す。第 5 章では推計式の

分析結果を説明した後、第 6 章で考察として本

研究の結論と意義とともに課題を述べる。

2．関連する先行研究

先行研究での課題を踏まえた検証を行うにあ

たり、貿易額ではなく貿易付加価値額を用いる

こと、日本在留外国人だけでなく海外在留邦人

の寄与を併せて考慮すること、そして最小二乗

法による推計での課題への対応として動学的パ

ネルデータ分析を行うことで、これらを補完し

つつ、新たな知見を得ることを目指す。まず前

提となる先行研究を説明する。

2.1　国際的な経済取引での障壁と人的ネットワークの寄与

国外企業から財やサービスを購入する「オフ

ショアリング」等の経済取引では、2 国間の距

離が障壁として貿易フローに影響を及ぼす（ヘ

ルプマン ,2012）。この貿易障壁としての距離に

対し、Melitz（2008）は、共通言語が 2 国間貿

易を促進することを確認し、国際取引でのコ

ミュニケーションの効果を示した。一方で、

Freund, & Weinhold（2004）は、コミュニケー

ションの拡張が期待されるインターネット等の

情報通信技術の発達は、貿易拡大に寄与するも

のの、その効果は近隣諸国にとどまることを確

認した（距離減衰効果）。コミュニケーション

は国際取引を促進するものの、依然として距離

は障壁である。

さて、人間の限定合理性や、企業間取引での

不確実性に関する取引費用理論を提示した

Coase（1937）は、企業の存在理由とともに、

取引費用の高低で取引形態が異なることを説明

した。情報通信技術と国際交通網が発展して

も、「契約の不完備性を考えると、コストが安

い国・企業に生産が移管されるとは限らないと

いうことである。その国や企業において契約が

守られるかが重要であって、（中略）最適地生

産と低コスト地での生産を同一視しているわけ

ではない」（冨浦 ,2014,p.111）のである。ここ

まで確認したとおり、国境を超える取引は国内

取引よりも不確実性が高い。越境取引での取引

費用を低減し、障壁としての距離や不確実性を

緩和するような個人や企業間のネットワークを

通じて、知識を付加価値に変える知識労働者の

貿易での寄与に着目する必要がある。

そこで、末永・閔・篠﨑（2014）と久保田・

篠﨑（2016）は、1998 年～ 2008 年での実証で、

米国 H-1B ビザ（高度専門技能職の就労ビザ）

取得者数が対米サービス貿易額（輸出）に正の

影響をおよぼし、出身国との経済取引を促進す

ることを明らかにした。とはいえ、対米貿易に

限定されていたため、「米国以外での主要国を

対象とした分析で多国間の国際比較を行うこ

と」（末永他 ,2014）が課題とされた。これを踏

まえ、小西（2020）は 2006 年～ 2016 年につい

て、日本を対象に高度専門職者数と貿易額に関

するパネルデータ分析を行い、日本でも知識労

働者による国際的な人的交流が経済取引と正の
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相関関係にあることを示した。

2.2　先行研究の課題

しかし、次の 4 点の課題が考えられる。まず

第 1 は、いずれの先行研究でも貿易額を用いて

いるが、複数国で製造した部品で構成される製

品の価値を、最終製品の輸出国の輸出額で測る

ことは適当だろうか。輸出入額には先行する中

間財貿易での価値が含まれる「二重計上」（田

中 ,2015,p.165）の問題により、「加工貿易型の

国は、輸出取引額が膨らみがち」（田中 ,2015, 

pp.172 -173）の一方、先進工業国では海外技術

や 知 識 伝 達 が 経 済 成 長 の 源 泉（Eaton, & 

Kortum,1996）となるので付加価値率が高くな

る。よって、付加価値貿易額を用いるのがより

適切である。次に第 2 は、「日本から新興国へ

の高度人材の移動の変化に関する研究は十分と

は言い難い」（佐伯 ,2019,p.45）ように、人の移

動も双方向であるのに対象国の在留外国人にの

み着目していることである。そして、第 3 は、

経済規模や産業構造が異なる中で、国や地域ご

との異質性への対応が乏しいことである。最後

に第 4 は、情報と輸出の動態に関する既存の貿

易モデルの多くが静学的で、企業レベルの分析

では時系列データを用いた動学的モデルでの検

討が求められている（Chaney,2014）ことである。

なお、知識の生産活動が地理的に集積するの

は対面のコミュニケーションが重要だから（戸

堂 ,2020）であり、とりわけ「企業内部の社会

関係のネットワークは企業間に存在するものよ

りも平均して密度が高く長期に渡る」（グラノ

ヴェター ,1998,p.258）。実際の貿易では、多国

籍企業での親会社と海外子会社間での企業内取

引が多くを占める（Antràs,2003）ことから、

知識のスピルオーバーを担う企業での知識労働

者の寄与が大きいと考える。末永他（2014）、

久保田他（2016）および小西（2020）では、職

務上の人的交流が経済取引のためのネットワー

クであることへの説明が十分でなかったが、本

研究は、知識労働者としての企業内転勤者等を

中心とした内外の在留者が貿易取引に寄与する

かどうかを明らかにするもの、と改めて位置づ

ける。

以上の関連する先行研究に基づき、本研究は

主に末永他（2014）、久保田他（2016）、および

小西（2020）の課題をもとに検討する。そして、

貿易額問題、国や地域等の視点、人の移動が双

方向であること、動学的分析の必要性に鑑み、

全対象国をグループに分けるとともに、貿易付

加価値額、海外在留邦人を加えた上で、動学的

パネルデータ推計を行う。

3．データ

本研究では、日本が輸出・輸入を行っている

国のうち、69 か国を対象に 2006 年から 2020

年について公開データを用いた定量分析を行

う。対象期間は、本稿の執筆準備時点で、イン

ターネット上で CSV 形式、あるいは相当する

フォーマットでの公開データが、法務省「在留
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外国人統計（旧登録外国人統計）統計表」では

2006 年以降の掲載であること、および財とサー

ビスの輸出入付加価値額推定値を提供する” 

Trade in Value Added （TiVA）: Origin of 

value added in gross exports・imports” 

（OECD,2023）の掲載が 2020 年迄のためである。

また、対象国は、OECD（2023）から、本研究

の対象期間である 2006 年から 2020 年について

「在留外国人統計」（法務省 ,2023）で在留資格

の内訳がインターネット上で必ずしも公開され

ていない香港や台湾の他、使用する変数上の欠

損値がある国を除いたものである。その上で、

貿易額を 2 国間の GDP と距離の関数で説明す

る「貿易における重力モデル」を念頭に、貿易

額・GDP の大きさ・日本との距離のいずれも

突出している中華人民共和国を予め対象から除

外し、69 か国（表 1）とした。

まず、目的変数は、日本と対象国間の付加価

値 貿 易 額 を 表 す も の と し て Trade in Value 

Added （OECD,2023）のうち、財とサービスの

輸出付加価値額と輸入付加価値額を使用する

（以下「輸出付加価値額」「輸入付加価値額」）。

第 t 年の日本から i 国への財とサービスの輸出

付加価値額をそれぞれ EXPGit と EXPSit、同

様に第 t 年の i 国から日本への財とサービスの

輸入付加価値額をそれぞれ IMPGit と IMPSit

とする（単位：100 万ドル）。

次に説明変数を説明する。「在留外国人統計」

（法務省 ,2023）での「国籍・地域別在留資格別

外国人数」のうち、厚生労働省（2018）が「我

が国で就労する外国人のカテゴリー」中で、「専

門的・技術的分野に該当する主な在留資格」と

する 10 種類（1）に、「特定活動（高度人材 , 本人）」

「特定活動 , 特定研究等及び情報処理 , 本人」

（2012 年 ～） と、「 高 度 専 門 職 1 号・2 号 」

（2015 年～）を加えたものが米国 H-1B ビザの

要件に相当するため、これらの在留資格保持者

（以下「日本在留外国人」（知識労働者）と表す）

を、小西（2020）と同様に知識労働者の代理変

数として使用する。第 t 年の i 国からの日本在

留外国人を VISAit とする（単位：人）。加えて、

先行研究で考慮されていない海外で就労する日

本人を新たに実証に加えるにあたり、「海外在

留邦人数調査統計」（外務省 ,2023）での「在留

区分 対象国数 国名

OECD 36

Australia, Austria, Belgium, Canada, Chile, Colombia, Costa Rica, Czechia, Denmark, 
Estonia, Finland, France, Germany, Greece, Hungary, Iceland, Ireland, Israel, Italy, 
Korea, Latvia, Lithuania, Luxembourg, Mexico, Netherlands, New Zealand, Norway, 
Poland, Portugal, Slovak Republic, Slovenia, Spain, Sweden, Switzerland, Türkiye, 
United States

Non-OECD 33

Argentina, Bangladesh, Brazil, Brunei Darussalam, Bulgaria, Cambodia, Cameroon, 
Côte d’Ivoire, Croatia, Cyprus, Egypt, India, Indonesia, Jordan, Kazakhstan,  
Lao People’s Democratic Republic, Malaysia, Malta, Morocco, Myanmar, Nigeria, 
Pakistan, Peru, Philippines, Romania, Russia, Saudi Arabia, Senegal, Singapore, 
Thailand, Tunisia, Ukraine, Viet Nam

ASEAN 6 6 Indonesia, Malaysia, Philippines, Singapore, Thailand, Viet Nam
出所）”Trade in Value Added (TiVA) 2023 edition”にもとづき , 筆者作成。

表 1　対象国（69 か国）
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邦人総数」のうち、「民間企業関係者 , 本人」（以

下「海外在留邦人」と表す）を、同様に知識労

働者の代理変数として使用する。第 t 年の i 国

での海外在留邦人数を EXPAit とする（単位：

人）。

その上で、小西（2020）での制御変数のうち、 

1 人あたり国民所得を用いる。各国の経済水準の

取引への影響を想定したもので、THE WORLD 

BANK 提 供 の“DataBankWorld Development 

Indicators”（THE WORLD BANK,2023）での”GNI 

per capita, PPP （current 2021 international $）” 

（ドル建て 1 人あたり名目購買力平価）を用い

る（ 以 下「1 人 あ た り 国 民 所 得 」 と 表 す ）。 

第 t 年の i 国の 1 人あたり国民所得を GNIPit

とする（単位：ドル）。なお、統計分析に際し、

データセットでの欠損値を除外するとともに、

1 階階差 GMM 推定による動学的推計を行う上

で、定常性と均一分散が得やすく、時系列の特

性に重大な差異が生じないため（村尾 ,2024）、

全変数を自然対数変換（ln）した。各変数の名

称、略号、単位を纏めたものが表 2、基本統計

量と変数間の相関係数は表 3 である。

変数名 略号 変数名 略号
日本から対象国への財の輸出付加価値額
　　単位：100万ドル EXPG 日本在留外国人（知識労働者）

　　単位：人 VISA

日本から対象国へのサービスの輸出付加価値額
　　単位：100万ドル EXPS 海外在留邦人（民間企業関係者）

　　単位：人 EXPA

対象国から日本への財の輸入付加価値額
　　単位：100万ドル IMPG 対象国の1人あたり国民所得（名目値）

　　単位：ドル GNIP

対象国から日本へのサービスの輸入付加価値額
　　単位：100万ドル IMPS

出所）筆者作成

表 2　使用する変数と略号

n=968（69 か国 ,15 年間 , 欠損値のあるデータを除く）
平均 中央値 標準偏差 最大値 最小値 lnEXPG lnEXPS lnIMPG lnIMPS lnVISA lnEXPA lnGNIP

lnEXPG（100万ドル） 5.242 5.077 1.904 9.654 1.088 1

lnEXPS（100万ドル） 5.553 5.576 1.902 9.783 1.605 .963 *** 1

lnIMPG（100万ドル） 7.048 7.200 1.893 11.075 2.861 .822 *** .782 *** 1

lnIMPS（100万ドル） 6.555 6.441 1.696 11.265 3.030 .866 *** .871 *** .907 *** 1

lnVISA（人） 5.338 4.970 2.076 11.073 0.000 .721 *** .647 *** .738 *** .752 *** 1

lnEXPA（人） 5.632 5.501 2.546 12.374 0.000 .826 *** .801 *** .803 *** .807 *** .794 *** 1

lnGNIP（米ドル） 9.952 10.159 0.869 11.444 7.696 .392 *** .483 *** .311 *** .428 *** -.029 .209 *** 1

（備考）† :p 値 <.10, *:p 値 <.05, **:p 値 <.01, ***:p 値 <.001

表 3　基本統計量と相関係数
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4．推計式

国際貿易では、経済規模が世界市場での交換

における相対価格に影響を及ぼさない「小国と

いう仮定」（ポメランツ ,2015,p.298）がある。

対象国が経済規模の異なる国々で構成されてい

る 中、 パ ネ ル デ ー タ 分 析 上 の 区 分 と し て、

Takagi（2017）での分類（2）を参考に、全対象

国の他に 3 グループに分ける（表 1）。具体的

には全対象国（69 か国）の他に、OECD 加盟

国（36 か 国 ）、OECD 非 加 盟 国（33 か 国 ）、

ASEAN 6（6 か国）の各グループを、1 階階差

GMM 推定による動学的分析である推定式（1）

～（4）で推計する。GMM 推定を用いるのは、「通

常の最小二乗法による推定では、過去の輸出経

験が今期の輸出決定に与える影響を過大に評価

してしまう」（田中 ,2015,p.16）ためである。

なお、重力モデルを用いた推定では、内生性

問題への対処としてパネルデータを使用するこ

とに加え、階差推定量を用いることが望ましい

（田中 ,2015）。また、因果推論では、変数間の

厚生関数の順序は同変数の効用関数の順序に依

存し、原因が結果よりも時間的に先行する。よっ

て、変数間の時間的猶予を仮定した上で、因果

関係を想定した末永他（2014）、久保田他（2016）

の他、Takagi（2017）や小西（2020）を踏まえ、

基本的に目的変数に対して説明変数に 1 年のタ

イムラグをおいて階差を設ける。その上で、説

明変数に被説明変数の過去の値（ラグ項）を導

入する自己回帰項を含む動学的パネルデータモ

デルに伴う個別効果に対して、同効果を消去す

べく同変数において更に 1 階の階差をとる。本

研究では、個別効果への対処と説明変数と誤差

項との相関による内生性を踏まえ、推定式（1）

～（4） で 4 変量について次数 2 の 1 階階差

GMM 推定を採用する。

（1）�⊿lnEXPGit=α1⊿lnEXPGit-1 

+α2⊿lnEXPGit-2+β1⊿lnVISAit 

+β2⊿lnVISAit-1+δ1⊿lnEXPAit 

+δ2⊿lnEXPAit-1+ζ1⊿lnGNIPit 

+ζ2⊿lnGNIPit-1+⊿λt +⊿εit
（3）

（2）�⊿lnEXPSit=α1⊿lnEXPSit-1 

+α2⊿lnEXPSit-2+β1⊿lnVISAit 

+β2⊿lnVISAit-1+δ1⊿lnEXPAit 

+δ2⊿lnEXPAit-1+ζ1⊿lnGNIPit 

+ζ2⊿lnGNIPit-1+⊿λt +⊿εit

（3）�⊿lnIMPGit=α1⊿lnIMPGit-1 

+α2⊿lnIMPGit-2+β1⊿lnVISAit 

+β2⊿lnVISAit-1+δ1⊿lnEXPAit 

+δ2⊿lnEXPAit-1+ζ1⊿lnGNIPit 

+ζ2⊿lnGNIPit-1+⊿λt +⊿εit

（4）�⊿lnIMPSit=α1⊿lnIMPSit-1 

+α2⊿lnIMPSit-2+β1⊿lnVISAit 

+β2⊿lnVISAit-1+δ1⊿lnEXPAit 

+δ2⊿lnEXPAit-1+ζ1⊿lnGNIPit 

+ζ2⊿lnGNIPit-1+⊿λt +⊿εit

5．結果　－ 1 期前（t-1）の説明変数と当期（t）の目的変数の関係から－
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GMM 推定による動学的分析に先立ち、時系

列推計式・データに定常性があることを確認す

るために ADF 検定（Augmented Dickey-Fuller 

test）による単位根検定を行った。検定統計量

が臨界値よりいずれも有意に小さく、且つ単位

根をもち非定常である単位根過程の帰無仮説が

棄却（p<.01）されたことから、使用する推計式・

データに単位根は存在せず、定常性があること

を確認した。また、操作変数数の適否に関して、

過剰識別制約検定（Sargen test）、および系列

相関に関する検定（Arellano-Bond test）を行

うことで、推計式で推定する上で問題がないこ

とを確かめた（表 4）。なお、本研究の目的と

因果関係における時間的先行性に基づく階差の

考えに鑑み、推計式の結果のうち、説明変数が

財 と サ ー ビ ス の 輸 出 付 加 価 値 額（EXPG）

（EXPS）箇所と、財とサービスの輸入付加価

値額（IMPG）（IMPS）の箇所には言及せず、

1 期前（t-1）の説明変数と当期（t）の目的変

数に関する結果について述べる。これらを前提

とする推定結果を表 4 に記載するとともに、p

値が .10 以下の場合に統計的に有意な差異があ

るものとして以後記述する。

まず、全対象国、OECD、Non-OECD、ASEAN 6

を対象とした推計式の t-1 期で、説明変数と目

的変数で統計的に有意な正の関係が確認できた

ものは、全対象国と Non-OECD での海外在留

邦人（⊿ lnEXPA）と財の輸出付加価値額（⊿

lnEXPG）にとどまった。一方、同様に t-1 期

で説明変数と目的変数で有意な負の関係が確認

できたものは、ASEAN 6 での日本在留外国人

（⊿ lnVISA）と財とサービスの輸出付加価値額

（⊿ lnEXPG）（⊿ lnEXPS）の他、海外在留邦

人（⊿ lnEXPA）とサービスの輸出・輸入付加

価値額（⊿ lnEXPS）（⊿ lnIMPS）であった。

ASEAN 6 で有意な結果が得られたのはいずれ

も負の関係にあり、全対象国や Non-OECD と符

号が異なる結果となった。また、日本在留外国

人（⊿ lnVISA）と海外在留邦人（⊿ lnEXPA）

以外の制御変数である 1 人あたり国民所得（⊿

lnGNIP）も、有意な相関関係が確認できたも

のは同様に全て負の関係にあり、全対象国、

OECD、Non-OECD、ASEAN 6 で、 財 の 輸 入

付加価値額（⊿ lnIMPG）の他、OECD でサー

ビスの輸入付加価値額（⊿ lnIMPS）との間で

それぞれ有意な負の関係が確認できた。

（1） ⊿lnEXPGit （2） ⊿lnEXPSit （3） ⊿lnIMPGit （4） ⊿lnIMPSit

変数 係数 変数 係数 変数 係数 変数 係数

⊿lnEXPG it-1 全対象国 .035 ⊿lnEXPS it-1 .402 * ⊿lnIMPG it-1 .492 *** ⊿lnIMPA it-1 .385 **

（0.17） （0.165） （0.09） （0.14）

OECD .597 *** .653 *** .669 *** .708 ***

（0.11） （0.108） （0.09） （0.09）

Non-OECD -.022 .150 .423 *** .297 **

（0.14） （0.131） （0.1） （0.11）

ASEAN 6 .717 *** .711 *** .741 *** .798 ***

（0.1） （0.066） （0.05） （0.05）

⊿lnEXPG it-2 全対象国 -.092 * ⊿lnEXPS it-2 .003 ⊿lnIMPG it-2 .027 ⊿lnIMPS it-2 .050

表 4　推計式（1）～（4）：1階階差 GMM 推定による動学的パネルデータ分析
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（1） ⊿lnEXPGit （2） ⊿lnEXPSit （3） ⊿lnIMPGit （4） ⊿lnIMPSit

変数 係数 変数 係数 変数 係数 変数 係数

（0.04） （0.048） （0.04） （0.07）

OECD -.030 -.023 .041 .053

（0.05） （0.077） （0.05） （0.06）

Non-OECD -.065 -.035 .017 .062

（0.07） （0.067） （0.06） （0.09）

ASEAN 6 -.004 .040 .149 * -.024

（0.07） （0.072） （0.07） （0.11）

⊿lnVISA it 全対象国 -.007 -.014 .003 -.023

（0.03） （0.021） （0.02） （0.03）

OECD -.043 * -.047 † -.011 .010

（0.02） （0.025） （0.02） （0.02）

Non-OECD .059 .068 -.035 -.045

（0.07） （0.046） （0.05） （0.06）

ASEAN 6 .703 *** .532 *** -.134 .260

（0.15） （0.107） （0.23） （0.28）

⊿lnVISA it-1 全対象国 -.030 -.012 .020 -.010

（0.03） （0.027） （0.02） （0.03）

OECD -.005 -.008 .016 -.004

（0.02） （0.02） （0.02） （0.02）

Non-OECD -.055 -.015 -.017 -.035

（0.05） （0.061） （0.05） （0.07）

ASEAN 6 -.696 *** -.549 *** .106 -.224

（0.12） （0.091） （0.26） （0.32）

⊿lnEXPA it 全対象国 .006 .011 .032 .010

（0.02） （0.016） （0.03） （0.01）

OECD .010 .003 -.018 .0

（0.03） （0.028） （0.04） （0.02）

Non-OECD .010 .020 .050 † .010

（0.02） （0.022） （0.03） （0.01）

ASEAN 6 -.038 ** -.045 ** -.061 † -.051

（0.01） （0.017） （0.03） （0.04）

⊿lnEXPA it-1 全対象国 .045 † .032 .004 -.002

（0.03） （0.021） （0.02） （0.01）

OECD .018 .002 .025 .005

（0.02） （0.02） （0.02） （0.02）

Non-OECD .074 † .052 -.001 .002

（0.04） （0.032） （0.03） （0.02）

ASEAN 6 -.069 -.097 ** .001 -.058 †

（0.05） （0.037） （0.02） （0.04）

⊿lnGNIP it 全対象国 .889 * .676 † 1.412 *** .908 ***

（0.4） （0.356） （0.33） （0.23）

OECD .359 .312 1.249 * .474 **

（0.33） （0.414） （0.57） （0.18）

Non-OECD .979 † .923 * 1.613 *** 1.186 ***

（0.52） （0.453） （0.36） （0.29）

ASEAN 6 1.056 ** .607 1.360 *** .497

（0.39） （0.532） （0.34） （0.36）
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6．考察

本研究の目的は、知識労働者としての内外の

在留者を通じた国際的な人的交流と経済取引の

関係を定量的に検討することで、人的交流が貿

易取引の発展に寄与しているかどうか、そして

寄与する場合の国や地域等の条件を明らかにす

ることである。そして、知識労働者の人的ネッ

トワークとコミュニケーションに基づく国際的

な交流が、経済取引での障壁や取引費用を低減

すること、を前提とするものである。そのため

に、経済規模や産業構造等の他、地理的位置が

国ごとに異なることを踏まえ、先行研究を参考

に境界としての国境や地域を置いた。その上

で、知識労働者としての企業内転勤者等を中心

とした内外の在留者が、日本との貿易取引に寄

与しているかどうかを動学的推計で検討した。

国際的な経済取引は人的交流がなかだち（媒）

となって豊かになる交易であることを示すにあ

たり、ここでは先行研究との比較も含めて、日

本在留外国人と海外在留邦人を中心に、区分間

で共通、あるいは差異があるものを考察する。

最初に、ASEAN 6 ではサンプルサイズが小

さいことから、GMM 推定での結果の確かさに

は注意が必要である。この点を踏まえた上で、

ASEAN 6 の結果は、日本在留外国人は日本か

らの財・サービスの輸出に対して、海外在留邦

人は日本からのサービスの輸出・日本への輸入

（1） ⊿lnEXPGit （2） ⊿lnEXPSit （3） ⊿lnIMPGit （4） ⊿lnIMPSit

変数 係数 変数 係数 変数 係数 変数 係数

⊿lnGNIP it-1 全対象国 .20 -.090 -.758 *** -.111

（0.19） （0.219） （0.18） （0.14）

OECD -.069 .101 -.777 * -.438 *

（0.31） （0.31） （0.33） （0.2）

Non-OECD .127 .072 -.765 ** -.012

（0.25） （0.3） （0.24） （0.21）

ASEAN 6 -.657 .240 -1.158 ** -.596

（0.83） （0.534） （0.42） （0.46）

N 全対象国 968 968 968 968

OECD 530 530 530 530

Non-OECD 438 438 438 438

ASEAN 6 87 87 87 87

Sargan test 全対象国 chi-sq（88） = 69, p-value =0.933

OECD chi-sq（88） = 36, p-value = 1

Non-OECD chi-sq（88） = 33, p-value = 1

ASEAN 6 chi-sq（88） = 6,   p-value = 1

Prob > chi-sq =0.000

Autocorrelation test 全対象国 -0.042, p-value = 0.967 -0.003, p-value = 0.998 -0.934, p-value = 0.350 -1.406, p-value = 0.160

　　for AR（2） OECD -0.556, p-value = 0.578 -0.113, p-value = 0.910 -1.382, p-value = 0.167 -0.112, p-value = 0.911

Non-OECD  0.023, p-value = 0.981  0.464, p-value = 0.643  0.256, p-value = 0.798 -1.667, p-value = 0.095

ASEAN 6 -0.620, p-value = 0.535 -1.205, p-value = 0.228 -1.231, p-value = 0.218 -1.690, p-value = 0.091

Prob > z =0.000

（備考）（）内は標準誤差 ,	 係数は標準偏回帰係数
　　　　† :p 値 <.10, *:p 値 <.05, **:p 値 <.01, ***:p 値 <.001
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に対して抑制的に寄与している可能性があるこ

とを示す。目的変数ごとの結果の違いには注意

が必要だが、ASEAN 6 のみ日本在留外国人と

海外在留邦人の双方で広範な結果が得られたこ

とから、国際分業や交易における地域や間地域

的交易でのネットワークの存在を、人的交流の

観点から裏付ける可能性を示す結果であると考

える。つまり、東・南アジア、大洋州に挟まれ

た世界交易の交差点・合流点である東南アジア

（ASEAN 6）では、同地域内の経済取引（Intra-

Asia）、または同地域を経由した経済取引で、

知識労働者の人的交流が寄与する経路が存在す

る可能性があることを確認したものと考える。

その上で、日本在留外国人と海外在留邦人の

増加に伴って日本との付加価値貿易額の減少を

うかがわせる結果から、日本と ASEAN 6 の人

的交流の観点からは、東南アジアでの経済取引

に知識労働者が参画するに際しては、財・サー

ビスともに直接には日本への還流を伴わない動

態であることを示唆するものと考える。つま

り、高付加価値の製品やサービスが ASEAN 域

内、同域内から域外に供給される等、知識労働

者の人的交流が日本を経ない財とサービスのサ

プライチェーン構築の深化に寄与している可能

性があると考える。

このように、日本と ASEAN 6 の貿易額や直

接投資の大きさに反する結果が得られたこと

は、人的交流の視点を介することで新たな知見

への展望を得た点と考える。とはいえ、本研究

では、貿易取引での品目ごとの差異等を考慮し

ていないことに加えて、先行研究を踏まえた知

識労働者の代理変数である「日本在留外国人（知

識労働者）」の職種に対し、「海外在留邦人（民

間企業関係者）」の職種が限定的、且つ包括的

である点で異なる中で、日本在留外国人と輸

出、海外在留邦人とサービス貿易の関係につい

て、これ以上論じることは困難である。知識労

働者の職種区分を含めたデータの精緻化や、分

析方法の探索と併せて新たな課題である。

次に、全対象国と Non-OECD では、日本と

の地理的距離（平均値）が、全対象国とは

9,058km、Non-OECD とは 8,832km で、4,622km

の ASEAN 6 に比べて大きい。Non-OECD には

ASEAN 6 の構成国が含まれるため留保が必要

だが、邦人の海外での人的交流が、遠い国、特

に新興国への財の輸出に寄与していることを示

す。 域 内 で の 人 的 交 流 と 交 易 を 示 唆 す る

ASEAN 6 との関係に対して、日本とこれらの

国々との貿易ネットワーク構造や形態が、国や

地域間での境界間の貿易であることが予想され

る。これは ASEAN 6 での結果と同様に、知識

労働者による国際的な人的交流と経済取引を考

える上で、新たな視座を提供するものと考え

る。とはいえ Non-OECD 構成国の多様性に鑑

み、経済規模・産業構造・地理的位置等の違い

を踏まえた慎重な検証が求められる。

そして、1 人あたり国民所得と日本への財の

輸入の結果は、総じて日本はコストの安い国か

ら輸入していることを示す。これまでの日本で

のデフレの進行との関連をうかがわせる結果と

推察するものの、本研究での課題設定からは指

摘するにとどめる。

6.1　本研究の学術的意義
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本研究の学術的意義は、第 1 に、知識労働者

としての内外の在留者による国際的な人的交流

が経済取引に寄与する経路がある可能性を示す

ことで、先行研究を補完した点である。第 2 は、

国や地域等を単位とした検討から、国際分業や

交易における国や間地域的交易でのネットワー

クの存在を知識労働者による人的交流の観点か

ら示すとともに、かかる交流が寄与する道筋が

ある可能性を確認した点である。第 3 は、取引

相手国や地域等によって、知識労働者による人

的交流が貿易に寄与する内容と程度が異なるこ

とを示したことである。

その中で、日本と ASEAN 6 について財と

サービス貿易で有意な負の関係をうかがわせる

結果を確認したこと、および Non-OECD につ

いて財の輸出で有意な正の関係を得たことは、

新たな課題であると同時に展望でもある。本研

究での人的交流というミクロな視点に基づいた

上での、国際的な経済取引というマクロな事象

の検討を通じて、国際貿易は必ずしも単一市場

ではなく、交易圏や国・地域の多様性を念頭に

検証を重ねることの重要性を示した。国際貿易

のネットワーク研究では、貿易形態や貿易資源

の賦存状況、世界経済への影響力、貿易構造・

形態等だけでなく、地理的位置等の異質性を併

せて考慮することが求められる。

6.2　本研究の課題と限界

最後に、多国間や地域間の経済取引に関する

検証が課題の他に、国際貿易論に基づく他要件

を考慮した交絡因子の検討や 1 年の階差で検討

する妥当性の検証が限定的である定量分析上の

課題、逆の因果関係が存在する可能性、そして

人的交流の質に基づく調査等が本研究の課題で

あり、限界である。今後は、国・地域毎の貿易

品目や、より詳細な人材の差異に着目した分析

手法を用いることで、国際的な経済取引に寄与

する条件を探索することも考えられる。これに

より、国際貿易を人的交流の視点から検討する

本研究から、より実践的な政策的含意が導き出

される可能性があると考える。その上で、ここ

では対面による直接交流を、オンラインメディ

アを通じた情報のコミュニケーションが補完す

るように、社会関係資本の形成が代替されてい

る可能性を挙げる。本研究は、「新しいアイデア

を拡散するという点では、対面でのコミュニケー

ションの方が勝って」（ペントランド ,2015,p.204）

いることを想定している。それでも、近年では

生産者と消費者が近接する必要があるサービス

でも、「情報通信技術等の発達によって、この『近

接性の縛り』（中略）は、緩んできている」（田

中 ,2015,p.156）との指摘がある。越境データ通

信等の「国境を越えたデータ移転は、公的統計

が整備されておらず実態を捕捉することが困

難」（伊藤・田中 ,2023,p.46）である中で、知識

労働者による国際的な人的交流のオンラインメ

ディアを介した質的変容の検証や、経済効果が

徐々に長期にわたって波及する可能性について

の検討が残された課題であるとともに今後の展

望であることを記す。今後の研究において本研

究をより実践的で政策的含意を含んだものにつ

なげるにあたっては、国際貿易における多国間

関係に基づいて、国や企業毎の異質性や多様性

を考慮した分析が有効であると考える。
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This paper aims to quantitatively illustrate the correlation between international personal interaction 

and economic transactions through domestic and foreign residents as knowledge workers, from the 

perspectives of network theory based on communication and transaction cost theory, targeting coun-

tries and regions with which Japan trades. Using this approach, it examines whether international mi-

gration and exchanges of people, as factors of production in trade, contribute to the development of 

international trade, and under what conditions of countries and regions.

International economic transactions are enriched by personal exchanges acting as intermediaries. 

This study assumes that the social capital formed by networks of personal exchanges among knowl-

edge workers reduces uncertainty and transaction costs in cross-border economic transactions. Based 

on the remaining issues identified in previous research, the study conducts a dynamic panel data anal-

ysis using the Generalized Method of Moments （GMM）, focusing on Japanese expatriates and foreign 

residents in Japan with specific residency statuses, and the value-added trade amount, using countries 

and regions as units of analysis.

The results of the verification indicate the pathways through which international personal exchanges 

by knowledge workers contribute to economic transactions and confirm the existence of networks in 

the international division of labor and trade between countries and regions from the perspective of 

these exchanges. It was also revealed that the degree to which personal exchanges contribute to trade 

may vary depending on the trading partner’s country or region. Through the examination of interna-

tional trade from the micro perspective of human exchanges, the study highlights the importance of 

considering not only the availability of trade resources, influence on the global economy, trade struc-
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tures and forms, but also geographical location, and the relationships and characteristics of countries 

and regions, or between regions.
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人の移動は都市を形づくる根幹的な要素であ

る。たとえば、住宅地や商業地の分布を生み出

し、その地域の役割を形づけていく。さらに、

移動は感染症の拡散や予防に関わるだけでな

く、イノベーションの促進や生産性の向上、経

済発展にも大きな影響を及ぼす。近年は、携帯

電話や GPS といった位置情報を用いた大規模

データ解析が可能となり、人の行動パタンの把

握や都市における格差の可視化が急速に進んで

いる。本稿では、こうした研究の中でも、特に

移動の規則性と多様性、そして「ゆらぎ」とい

う視点から都市のウェルビーイングや持続可能

性を捉えようとする筆者らの取り組みを紹介

する。

移動の規則性と多様性

大規模なデータを用いた研究は、人の移動に

顕著な規則性が存在することを明らかにしてき

た。たとえば、移動距離の分布はべき乗分布に

従うことが知られている（Brockmann et al., 

2006）。これは、圧倒的に多くの人が毎日近所

のスーパーや職場に出かける一方、ごく一部の

人は数百キロ先まで出張や旅行にいくという現

象を表している。つまり、人は日常的には近場

への移動を繰り返す一方で、まれに遠方への移

動を行い、その頻度は距離に応じて一定の割合

で減少していく。さらに、個人が繰り返し訪れ

る場所は限られており、たとえば決まったレス

トランや駅前のコンビニのように習慣的な訪問

先や経路から外れて新たな場所を訪れるのは稀

であることも示されている（Gonzalez, 2008; 

Csáji et al., 2013; Schläpfer et al., 2021）。

これらの知見は、人の移動が一見多様に見え

ても、全体としてはきわめて予測可能であるこ

とを示している。実際、人の移動は 9 割以上の

精度で予測可能であるとも報告されている

（Song et al., 2010; Blondel et al., 2015）。この高

い予測可能性は、通勤や通学など、日常的に繰

り返される行動によって生まれている。こうし

た決まった動きがあるからこそ、都市の生活は

秩序を保ち、交通や経済活動が効率的に機能し

ていると考えられる。

他方で、休日のレジャーや旅行、あるいは

ちょっとした「今日は気分を変えて帰りに新し

いパン屋に寄ってみる」といった寄り道のよう

な非定型行動は予測が難しい。しかし、それら

人の流れの規則性とゆらぎから考える 
都市の多様性とウェルビーイング

澁谷　遊野
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の行動はしばしば日常の枠を超えた経験や新し

い機会を生み出し、都市生活の豊かさを支える

要素となる。つまり、人の移動は規則性による

秩序と非定型行動の多様性の両面を持ってお

り、そのバランスのあり方が都市での暮らしの

質を支えていると考えられる。

非定型行動と格差

近年の研究は、非定型行動の機会が社会経済

的背景や地理的条件によって大きく制約される

ことを明らかにしてきた。たとえば、湖や川を

挟んだ地域では橋の有無が移動の選択肢を大き

く左右するように、人の移動は陸地、湖、川の

輪郭や、建物、道路、都市の配置といった物理

的 制 約 に 強 く 影 響 さ れ る（Boucherie et al., 

2025）。また、低所得地域では移動量そのもの

が顕著に減少し、世帯年収が多いほど移動距離

や 訪 問 先 数 が 増 え る こ と が 示 さ れ て き た

（Kraemer et al., 2020; Athey et al., 2021; Moro 

et al., 2021）。国内の研究においても、世帯収

入が低い家庭や小さな子どもを持つ女性は、日

常的な行動範囲が狭まりやすい（Sun et al., 

2024）。これは、行きたい場所があっても時間

やお金、家庭の事情で出かけることが難しい、

という状況に対応する。さらに、非平時の行動

においても格差は顕著に表れる。ロシアによる

ウクライナ侵攻時の避難行動を分析した研究で

は、富裕層が多く住む地域に住む人ほど遠方へ

避難できる傾向が確認されており、資源の有無

が危機的状況における移動の自由度を大きく左

右することが示された（Shibuya et al., 2024）。

これらの知見は、非定型行動が単なる偶発的

な逸脱ではなく、社会経済的背景や地理的条件

に深く制約された行動であることを示してい

る。したがって、都市における多様性やウェル

ビーイングを考える際には、こうした格差の存

在を前提とした議論が不可欠である。

多様な人や場所との接触機会

グローバル化と都市への人口集中が進み、日

本においても東京一極集中とともに都市内・都

市間の格差が顕在化している 1。都市は多様な

人々が暮らす場だが、同じ職場や学校、同じ日

用品店に通うことで、似たような生活背景を持

つ人と関わることが多く、日常生活において実

際に「自分とは異なる背景を持つ人」と接触す

る機会は決して多くない。都市はしばしば多様

な出会いを促進する場とみなされてきた。しか

し、近年の研究では、むしろ大都市ほど社会経

済的に類似した人々のあいだで交流が多く、異

なる背景をもつ人々との接触が減少する傾向が

指摘されている（Nilforoshan et al., 2023）。大

都市は人が多様であるがゆえに、逆に自分と似

た人を探し求めて出会うことが容易だからであ

る。こうした研究によって、見かけ上は多様な

人々が共存しているように見える都市でも、実

際には日常生活の中で接する相手が限られてい
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ることが明らかになりつつある 2。つまり、単

なる人口密度や居住地の統計だけではわからな

い、人と人との実際の関わり方の偏りが見えて

きている。

行動のゆらぎからみる都市での機会

上で概観したように、これまで人の移動の研

究では、規則性や予測可能性が強調されてき

た。しかし、筆者らは、決まりきった行動パタ

ンから一時的に外れる瞬間である非典型的な行

動を「ゆらぎ」ととらえ、その意義を検討して

いる。たとえば「帰宅途中にふと見かけた新し

い店に立ち寄る」「予定外の路地に入って公園

を見つける」といった小さな逸脱である。従来

はこうした行動はノイズとして扱われてきた

が、実際には、接触の多様性を生み、新しい体

験や非日常的な経験をもたらす契機ともなり得

る。さらに、新しい秩序や安定が形成される過

程そのものも、ゆらぎを通じて生じると考えら

れる。

ゆらぎがどの程度、どのような質で生じるこ

とが都市生活の豊かさや住みやすさにつながる

のかは、まだ十分に明らかにされていない。もっ

とも、多様な接触や逸脱が常にポジティブな結

果をもたらすわけではない。極端に不規則な行

動は安定性を失わせ、ストレスを生む可能性が

ある。人は安心できる場所や人との関係に大き

な価値を見いだし、日常的な安定が心理的安全

性を支えている。他方で、その日常的な安定を

軸として持ちながらも、そこから適度にゆらぐ

ことで新規性や創発が促され、都市生活の豊か

さやウェルビーイングにつながると考えられ

る。Sun et al.（2011）が示すように、都市のリ

ズムは規則的な周期パタンと突発的な変動との

相互作用によって成り立っている。すなわち、

都市における暮らしを支えているのは、安定と

変動のバランスであり、その調和こそがウェル

ビーイングを支えていると考えられる。

おわりに

本稿では人の流れを規則性とゆらぎの両面か

らとらえることで、人々の行動や経験の豊かさ

を形づくるメカニズムを理解できる可能性を紹

介した。規則性は秩序や効率を支える一方、適

度なゆらぎは新しい経験や交流を生み出す。安

心できる日常の軸を保ちながら、適度なゆらぎ

を組み込める都市空間をいかに実現するかが、

人々の暮らしの豊かさにもつながると考える。

今後は、行動のゆらぎを捉える分析手法を発

展させ、その成果を都市空間のデザインや人々

の行動、ウェルビーイングの理解に活かしてい

くことが求められる。筆者らはその基盤とし

て、実際の移動履歴に利用者自身の経験ラベル

を付与した行動データセットの構築 3 や行動パ

タンの異質性を考慮した予測モデルの開発に取
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註
1	 �東京都の場合、今後もしばらくは人口の増加が続き、2030 年の 1,426 万人をピークに減少に転じることが予想されている（国立

社会保障・人口問題研究所 , 2023）
2	 �著者のもう一つの研究対象であるデジタル空間における情報の流れにも、同様の傾向が見られる。デジタル空間上には膨大な

情報が存在するため、人々は自分の考えや信念に近い意見を容易に見つけることができる。さらに、アルゴリズムによって似
た意見が優先的に表示されることで、同じ考えの人どうしが集まりやすくなり、異なる意見に触れる機会が減少する。このよ
うな現象はフィルターバブルやエコーチェンバーと呼ばれている。

3	 実証研究 Pathy プロジェクト : https://shibuyalab.github.io/projects/pathy/index.html
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